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1111    はじめはじめはじめはじめにににに
インターネット上での電子商取引（以下ＥＣと略す）をはじめとする各種情報の授受が

国境を越えて日常化してきた。さらにそれを前提とした仕組み、特にビジネスが時々刻々

生まれていく中で、情報の伝播の速度と広がりは遥かに我々の想像を超えている。自分や

家族の情報の行方や利用のされ方を考えると、漠然とした、譬えようのない不安に駆られ

る人々が多いのも実に無理からぬことである。

国際的には１９８０年経済協力開発機構（ＯＥＣＤ）での「プライバシー保護と個人デ

ータの国際流通についてのガイドラインに関するＯＥＣＤ理事会勧告」の採択をきっかけ

に、その後各国で個人情報保護法やプライバシー保護法が制定され、特に欧州連合（ＥＵ）

での１９９５年１０月２４日の「個人データ処理に係る個人の保護及び当該データの自由

な移動に関する欧州議会及び理事会の指令」（一般にプライバシーに関するＥＵ指令と呼

ばれる）の採択によりＥＵ内のみならず個人情報保護法の制定は世界的な潮流にある。さ

らに１９９７年４月のＥＵでの「European Initiative in Electronic Commerce」、同年

５月の日本の「デジタル経済の時代に向けて」及び同年７月の米国クリントン大統領の「A

FRAMEWORK FOR GLOBAL ELECTRONIC COMMERCE」と、各国でのＥＣに対する考え方の立て続

けの発表をはさんで、１９９８年１０月の経済協力開発機構（ＯＥＣＤ）のオタワにおけ

る閣僚級会議で「プライバシー保護」「電子認証」「消費者保護」「課税」についての閣

僚宣言がなされるなど、非常にめまぐるしい動きが展開されている。特に、事業者と消費

者の信用を構築するために検討しなければならない「プライバシー保護」「電子認証」「消

費者保護」のテーマについては、既にＥＣＯＭでも取組んできた問題であるが、ＥＣが地

球規模市場であることを考えると、今後も、これらのテーマについては、関係する国際機

関等の動きを注視し、場合によっては議論に加わっていく必要があると思われる。

一方、わが国においても１９８８年「行政機関の保有する電子計算処理に係る個人情報

の保護に関する法律」が国レベルで制定されたのを皮切りに、現在では１４００余の地方

自治体が同種の条例を制定している。また１９９７年３月「民間部門における電子計算機

処理に係る個人情報の保護に関するガイドライン」（通商産業省告示第９８号）が発表さ

れたり、その他大蔵、郵政、労働各省でも個々の観点から個人情報に関する各種懇談会の

設置されるなど、さまざまな動きがあるのは周知の事実である。しかし、欧米を中心とし

た諸外国に比べるとプライバシー、個人の尊厳に関する歴史的な考え方の違いからも社会

的な注目度という点では何歩も譲らざるを得ないというのが実情であろう。
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とはいうものの、具体的にＥＣを利用した事業を運営する上で個人情報とはどんな関わ

りを持つことになるのだろうか。先に述べたように国内外で個人情報の問題はいろいろな

切り口で活発に議論が行なわれており、我々も出遅れるわけには行かない。しかし、何を

拠り所にどんな議論を展開したらよいのだろうか。消費者保護のテーマを掲げると総論で

は賛成の声を良く耳にするが、電子商取引上やり取りされるすべての消費者情報が遍く保

護されるべきなのだろうか。すべての消費者情報項目全体に対しそれだけの社会コストを

かける意義があるものなのだろうか。かえって不便になったりはしないのだろうか。また、

そもそも欧米で語られるプライバシーの課題は本当に日本でもすんなりと受け入れられる

課題なのだろうか。

我々の日常生活においては、プライバシーという概念からして、ある種借り物のような、

民俗的な風土のなかで歴史の積み重ねがまだまだ浅い側面も持つだけに、具体的な議論を

行なう事自体なかなか困難が伴う。何人かで議論していても具体的な出来事を細かく説明

しないと、何をイメージしているのかなかなか共有できない。そんなもどかしい思いが、

消費者情報と呼ばれるもの全体を収集し整理してみよう、という活動を企画するに至った。

本調査研究ではまだ表面をざっと撫でただけになってしまうかもしれないが、一回全体を

机の上に広げてみて議論にどんな広がりがあるのか、まずは体験してみたいと思う。
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2222    調査調査調査調査・検討の・検討の・検討の・検討の枠枠枠枠組組組組
2.12.12.12.1    調査調査調査調査・・・・検検検検討の目討の目討の目討の目的的的的

本報告書における調査・検討の目的は、インターネットを利用した企業消費者間商取引

でやり取りされる消費者の個人情報項目をできるだけ多くの事例から収集し、ＥＣ上での

消費者に関連する様々な課題検討の際に情報項目毎の具体的な検討を可能とする基礎資料

として分類・整理することにある。

2.22.22.22.2    調査検調査検調査検調査検討討討討範範範範囲囲囲囲

インターネットを利用したＥＣが充分普及した後ならまだしも、普及途上というべき現

在の状況からすると、調査検討範囲を語義通りインターネットＥＣだけに閉じてしまうと、

適用業種が非常に限られたものとなったり、また事例数も非常に少ないものとなり、これ

では様々な課題の具体的な検討のために供する基礎資料としてはいささか汎用性を欠くも

のになってしまう。そこで中長期的な検討に堪える成果を提供するために、以下に示す調

査検討範囲の拡張を緩やかに行なった。

2.2.12.2.12.2.12.2.1    ＥＣＥＣＥＣＥＣ取取取取引と引と引と引と実実実実取取取取引引引引

こちらは商取引としてネットワーク上で供されているかどうかに関する拡張である。本

報告書では、消費者の個人情報について論じる限り、該当する商取引の現状のネットワー

ク上でのサービスの提供の有無は問わず、すべて「ＥＣ上での取引の可能性があるもの」

として調査検討の対象範囲内とした。

2.2.22.2.22.2.22.2.2    消費消費消費消費者者者者情報情報情報情報とととと個個個個人人人人情情情情報報報報

そしてこちらは「商取引」の対象か否かという観点からの拡張である。

現時点での漠然とした整理は、「消費者情報」とは「個人情報」のうち商取引でのプレ

イヤーとしての個人に関する情報、といった所であろうか。ところが規制緩和や情報技術

の発展によって、従来は商取引の対象とは考えられなかった行政サービスや医療行為等の

分野でもネットワーク上での決済を伴う役務の提供（広義のＥＣ）が可能になりつつある。

そこで本調査・検討においては、対象取引範囲として「ネットワーク上で決済を伴う役務

の提供を行なう可能性のあるもの」を考えるものとし、同時に特に意図した用法でない限

り「消費者情報」と「個人情報」との区別はせずに一括して「個人情報」として扱うこと
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にした。

2.32.32.32.3    調査検調査検調査検調査検討討討討の構の構の構の構成成成成

本報告書の構成は以下の通りである。まず、国内における個人情報を俯瞰的に収集・整

理するという目的で、以下の３つの観点、即ち

● 各種入会申込みに見られる個人情報

● 商品の購買から類推・蓄積できる個人情報

● 各種法令・ガイドラインなどに見られる個人情報

の調査を行ない本報告の主たる 3 本柱に据えた。本報告書における基本的な報告事項は

ここで得られたデータをもとに構成されている。そして、これを補完する形で、以下の 2

章、

● 医療行為に見られる個人情報

● 個人情報に関する国際的な技術上の取り組み

を加えた。前者は広義での個人情報の取り扱いの例として紹介する。後者は個人情報の

取り扱いに関する技術的な取り決めを通して、海外、特に米国での個人情報の取り扱いに

対する基本的な考え方と標準化への動向を垣間見ることを目的として紹介する。
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3333    各種入会申込各種入会申込各種入会申込各種入会申込みみみみにににに見見見見らららられれれれるるるる個人情個人情個人情個人情報報報報
現状の社会で入会や口座開設などの手続きを行なったときに、加入団体より要求される

個人情報の属性項目の調査を行なった。

3.13.13.13.1    調査方調査方調査方調査方法法法法とその手とその手とその手とその手順順順順

現在、電子商取引を行なっているか否かにかかわらず、現状の社会で日常的に利用して

いる企業に対して、登録しているプロファイルを、入会申込書等の収集調査を行なうこと

により、企業がどういった個人情報を求めており、また入手しているかを調査する。

l 入会及び発行手続時に記入もしくは要求する業種の絞り込み

一般的に生活を行なうときに加入するであろう会員組織をピックアップし、主要と思わ

れる業界を 10業種に絞り、入会申込書等の収集調査を行なう。

l 業種毎の要求項目の分類と一般･特殊（共通･独自）の区分け

特定の業種に限らず一般的な項目とある業種だけに見られる特殊な項目を分類する。

l 各業界ごとの調査及び集計作業

実際の調査の際は、各業種で複数の事例を収集して、収集結果を一覧表にまとめる。

l 業種をキーにした個人情報の属性項目のマッピング

調査及び集計で作成した一覧表をもとに、業界ごとに共通して必要としてる項目を整理

し、どのような情報を必要としているかを明確にする。

l 業者側の収集目的をキーにした属性項目のマッピング

業界によって収集を行なっている項目の種類を分析すると共に、その傾向を明確にする。

以上の作業を通じた項目の一覧表作成と各業種・各目的別の考察・まとめを行なう。

3.23.23.23.2    入会及入会及入会及入会及びびびび発行手続に発行手続に発行手続に発行手続に個個個個人人人人情情情情報を要求する業報を要求する業報を要求する業報を要求する業種種種種ののののリストアッリストアッリストアッリストアッププププ

1. ファンクラブ・イベント会員
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2. スポーツクラブ

3. 生活協同組合

4. マイレージプログラム

5. 金融関連

l 銀行口座開設

l クレジットカード発行

l 消費者金融

6. デパート友の会

7. レンタルビデオ

8. 結婚相談所

3.33.33.33.3    要求項要求項要求項要求項目目目目の分類とその分類とその分類とその分類とそのののの業業業業種種種種に特有かその他に特有かその他に特有かその他に特有かその他ににににもももも共通かの検共通かの検共通かの検共通かの検討討討討

l 共通→本人の一般属性項目等

l 特有→収入・借入項目等

その他、身体・運動履歴情報や家族・配偶者情報・緊急時連絡先等が業種特有項目とし

てあげられる。

3.43.43.43.4    調査及調査及調査及調査及びびびび集計表の作集計表の作集計表の作集計表の作成成成成

3.2でリストアップした業種について、それぞれ数箇所ずつ調査を行ない、業種ごとに

集計を行なった。従って今回の集計にあたっては、これらの調査対象から得られる範囲で

のまとめ・考察となっている

またこの調査時期が１９９８年１０月から１２月にかけてのため、その時点における事実

関係のまとめとなっている。（参照：添付資料 表－１）

l 事業者(収集）目的の観点からの分類

l 連絡先、本人確認レベル

l 与信、担保目的でのチェック項目

l その他、その業種独自の収集目的に沿った詳細情報
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3.53.53.53.5    考考考考察察察察

3.5.13.5.13.5.13.5.1    業種業種業種業種別別別別考考考考察察察察

3.5.1.13.5.1.13.5.1.13.5.1.1    ファファファファンンンンクラブクラブクラブクラブ････イイイイベベベベンンンントトトト会員会員会員会員

会員本人及び家族の個人情報の入手と契約意思確認項目が中心である。そのため住

所・氏名・年齢・生年月日等の一般属性項目に限られる。（但し、会員徴収の手段と

しての口座名義は入る。）

3.5.1.23.5.1.23.5.1.23.5.1.2    スポスポスポスポーーーーツクツクツクツクララララブブブブ

基本は上記3.5.1.1と同様だが、本人プラス勤務先名・役職に加えて、緊急時の連

絡先及び本人（保護者）同意の項目がある。また健康面で事故が発生した時のためか、

身体や体力面でのアンケートや健康診断書の提出等の特別項目もある。

3.5.1.33.5.1.33.5.1.33.5.1.3    生生生生協協協協

基本的には上記3.5.1.1と同じだが、特色として出資の項目があり、参加意思の確

認が求められ併せて、防犯上他人に知られたくない配達情報等の項目がある。

3.5.1.43.5.1.43.5.1.43.5.1.4    マイマイマイマイレレレレージージージージププププロロロロググググララララムムムム

基本的には3.5.1.2と同じだが、氏名にローマ字（パスポート）の記載を求めると

ころがほとんどで、特色としてはこれに加え、良く利用するエアライン・目的・頻度・

路線等の項目がある。

3.5.1.53.5.1.53.5.1.53.5.1.5    金融金融金融金融関関関関連連連連

(1) 銀行口座

基本的には3.5.1.1と同じく連絡先・本人確認レベルの属性項目である。また口

座開設だけでなくローン等の融資関連で収集される情報は目的が全く異なり、収集

後の取り扱いも異なると推測される。

(2) クレジット

銀行の口座開設時では収集されない、資産・収入・借入金・入社年月日・勤務先

等の与信関連の情報の項目が追加される。

(3) 消費者金融
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クレジットと同様の個人情報に加えて、勤務先の詳細（社員数・資本金等）や家

族・配偶者の詳細な項目も与信及び担保情報という観点から突っ込んで求められる。

3.5.1.63.5.1.63.5.1.63.5.1.6    デパデパデパデパーーーート友ト友ト友ト友のののの会会会会

基本は3.5.1.1と同じ本人確認レベルの項目であるが、特色としては趣味・嗜好と

いった入会後のマーケティング情報も求められるケースがある。

3.5.1.73.5.1.73.5.1.73.5.1.7    レンレンレンレンタタタタルビルビルビルビデデデデオオオオ

基本は3.5.1.1と同じ本人確認がポイントだが、本人証明のために証拠書類（保険

証・免許証）の提示を求められるケースが多い。

3.5.1.83.5.1.83.5.1.83.5.1.8    結婚結婚結婚結婚相相相相談談談談所所所所

今回の収集業種中、最も多くの個人情報の属性項目記入を求められたのがこの業種

である。とくに一般的な本人属性・資産・趣味等の情報に加えて、本人の身長・最終

学歴・結婚歴・子供数などのかなりセンシティブな情報提供が申込の段階で既に求め

られる。さらに正式入会までには多い業者では性格判断・心理テスト等含む１５００

項目以上もの適合性診断を目的とした個人情報の属性項目を求めている。

3.5.23.5.23.5.23.5.2    事業事業事業事業者者者者目的目的目的目的別別別別考考考考察察察察
カテゴリー Ａ Ｂ Ｃ Ｄ
        業種

目的

ファンクラブ･
イベント会員
生協
デパート友の会
レンタルビデオ
銀行口座開設

スポーツクラブ
マイレージプロ
グラム

クレジット
消費者金融
銀行ローン

結婚相談所

１.連絡先      ○      ○    ○     ○
２.本人確認      ○      ○      ○     ○
３.与信（収入）      ×      ×      ○     ○
４.担保（資産）      ×      ×      ○     ○
５.その他詳細      △      ○      △     ○

　　　○＝記入必須、△＝記入ケースあり、×＝記入ケース無し

  カテゴリーＡ…連絡先及び本人確認レベル（一部その他詳細）。

カテゴリーＢ…Ａに加え業種独特の詳細情報が求められる。



9

カテゴリーＣ…Ａに加え与信及び担保情報がさらに求められる。

カテゴリーＤ…この場合、今回の業種中最も多くの個人情報が求められており、かなり

立ち入ったセンシティブ情報や心理テスト･アンケート聴取まである。

3.63.63.63.6    ヒアリヒアリヒアリヒアリンンンング調グ調グ調グ調査査査査

3.4、3.5では、利用者が自ら記入を行なう個人情報の属性項目から、企業に収集されて

いる個人情報について調査を行ない、事業者が必要としている属性項目から目的としてい

る事を推察していた。ここでは事業者が意図している事項を直接ヒアリングすることによ

り、各属性項目の収集目的を明確にする。

調査は、各業種から代表として１社のヒアリングを行なったため、調査の回答としては

偏りがあることは否めない。しかし、各業界の動向として参考になると考えられる。

以下の調査項目のヒアリングを行ない、調査結果を別紙に添付する。（参照：添付資料

表－２）

l 何を目的として、個人情報を収集しているか。

l どのような個人情報を申込書から入手しているか。

l 個人情報をどのように取りまとめているか。

l 個人情報の集計にコンピュータ等を利用しているか、またマーケティング等

に利用しているか。

l 定期的にメンテナンスを行なっている個人情報はあるか。

l 入会審査の有無及び審査に必要な属性項目。

l 個人情報収集にあたり、参考にしている倫理規定はあるか。

l 今後、更に個人情報を収集することができるようになったら、どのような情

報収集を行ないたいか。

3.73.73.73.7    ヒヤリヒヤリヒヤリヒヤリンンンング調査につグ調査につグ調査につグ調査についいいいててててのののの考考考考察察察察

ヒアリング調査は、本報告書取りまとめ時点（１９９９年２月）で 10 業種中８業種を

行った。

3.7.13.7.13.7.13.7.1    生活生活生活生活協協協協同組同組同組同組合合合合業業業業界界界界

共済事業に使用する個人情報を収集しており、コンピュータ等によるデータベース化は
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行なっておらず、マーケティング等への利用もない。出資制度があるため、最低限の会員

情報の管理は行なっているが、属性項目のメンテナンス等も、出資者からの自己申告で行

なっている。

3.7.23.7.23.7.23.7.2    銀行銀行銀行銀行業業業業界界界界

多量な顧客データを所有しているが、収集当初はそれほどコンピュータの利用を意図し

ていなかったため、ここにきて統一的な顧客データベースを構築中である。

また、今までは顧客の個人情報をマーケティング活動に直接活用していなかったが、最

近になって個人情報をマーケティング用データの項目としての活用をするため、管理保管

するようになっている。

3.7.33.7.33.7.33.7.3    クレクレクレクレジジジジットットットット業業業業界界界界

クレジット業務を行なうために必要となる個人情報の属性項目（特に与信・担保関連等）

を収集している。情報のメンテナンスは自己申告や郵送物不到達などにより行なっている。

3.7.43.7.43.7.43.7.4    消費消費消費消費者者者者金融金融金融金融業業業業界界界界

金融業務を行なうにあたって必要となる個人情報を収集している。収集した情報は限度

額アップや新商品のプロモーション等、マーケティングにも活用している。また、定期的

なメンテナンスも行なっており、積極的に活用しているように見受けられる。

3.7.53.7.53.7.53.7.5    デパデパデパデパーーーート業ト業ト業ト業界界界界

その店のリピーターとなってもらうために個人情報を収集しており、会員の趣味嗜好に

合わせたきめこまかい情報提供を行なえるように、ＤＭ発送等のマーケティング活動に役

立てている。

3.7.63.7.63.7.63.7.6    レンレンレンレンタタタタルビルビルビルビデデデデオオオオ業業業業界界界界

レンタルビデオ業を行なうために必要な個人情報の属性項目を収集しており、かなりの

人数の会員データベースを構築している。入会時の情報はもちろん、入会後の蓄積情報を

活用し、生活提案という形でのマーケティングを行なっている。既存のビデオレンタルは

もちろん、ビデオレンタルとは別な、他のメディアも視野に含めて利用者のニーズにあっ
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た提案を目指している。

3.7.73.7.73.7.73.7.7    スポスポスポスポーーーーツクツクツクツクララララブブブブ業業業業界界界界

一般的に入手できる個人情報の属性項目のほか、会員の健康を扱う業界のため病院など

でしか知りえない病歴や健康状態の属性項目も収集が可能である。不慮の事故への対応か

ら緊急連絡先といった入手しづらい属性項目も収集することができる。マーケティング情

報としては、会員の勤務地や居住地からクラブへ来店する人数の把握により、動員数の予

測が出来ることから、今後の地域出店戦略等にも活用されている。

3.7.83.7.83.7.83.7.8    航空航空航空航空業業業業界マ界マ界マ界マイイイイレレレレーーーージプジプジプジプロロロロググググララララムムムム

自社の航空機を利用してもらうためのキャンペーンが主な目的で、連絡先と本人確認を

行う最低限の属性項目のみを収集している。リピーターに対するＤＭ発送などのマーケテ

ィングにも活用しているが、より柔軟に対応するため趣味や家族などの属性項目収集も検

討の余地があると思われる。

3.7.93.7.93.7.93.7.9    総総総総括括括括

調査対象業種のうち、その多くはコンピュータ処理により顧客データベースを構築して

いる。銀行や生活協同組合等、収集当初に個人情報を活用する意図をそれほど積極的に持

っていなかった場合は、紙ベースの個人情報収集・蓄積が基本となっている。百貨店業界

やレンタルビデオ業界、消費者金融業界では、個人情報のマーケティングへの活用が活発

に行なわれていると同時にそのメンテナンスも定期的に行なわれている。逆に積極的に活

用できていない他の業界では、利用者からの申告や必要に迫られた段階でメンテナンスを

行なっているのが現状である。

3.83.83.83.8    次ステ次ステ次ステ次ステッッッップに向けプに向けプに向けプに向けてててて

今回の3.5および3.7の考察をもとに、入会行為以降の消費行動によって蓄積される個人

情報をベースにした、企業の対応を含めた上での考察も必要と思われる。
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4444    商品の購買か商品の購買か商品の購買か商品の購買からららら類類類類推推推推・・・・蓄蓄蓄蓄積積積積できるできるできるできる個個個個人人人人情情情情報報報報
4.14.14.14.1    すすめすすめすすめすすめかたかたかたかた

ここでは、電子商取引（略称ＥＣ）を中心とする消費者の商品購買行動を通じて類推・

蓄積できる個人情報について議論する。まず、購入する商品種類や購買行動プロセスから

類推・蓄積可能な個人情報項目について検討した。

その上で商品特性によっていくつかの商品カテゴリを選び、購買行動プロセスと個人情

報項目のマッピング表を作成し、各商品カテゴリおよび購買行動プロセスと個人情報の関

わりについて評価した。

4.24.24.24.2    商品の商品の商品の商品の購購購購買から類推買から類推買から類推買から類推・・・・蓄蓄蓄蓄積積積積される個人情報される個人情報される個人情報される個人情報のののの内内内内容容容容

商品の購買によって企業が類推・蓄積し得る消費者の個人情報は、一般的には 1.デモ

グラフィック特性（基本属性や連絡先といった個人基本データ）　2.サイコグラフィック

特性（消費者の嗜好など）　3.購買履歴（商品の購入状況）の３つに分類できる。

1.デモグラフィック特性は、主に商品を購入する際に消費者自身が記入するなどして記

録される個人情報であり、企業（販売店やメーカ）が顧客の情報を蓄積する上での基礎デ

ータとなる。2.サイコグラフィック特性や 3.購買履歴は、消費者が商品を購入する過程で

企業が把握したり類推することにより蓄積される情報であり、商品分野や流通形態により

必要とされる情報や得られる情報に違いがあるため、企業ごとに蓄積される情報内容は異

なってくる。

企業側は 1.デモグラフィック特性だけでなく 2.サイコグラフィック特性や 3.購買履歴

のような、より具体的で詳細な顧客情報を得ることによってきめこまかな対応による顧客

満足度の向上や新規顧客開拓、商品開発等に活用することができる。

その一方で、消費者側は自らの承認のもとに記入した個人情報以外に、自分に関するど

んな情報が蓄積・利用されているのかを認識できない場合が多いため、企業側は顧客情報

の利用の仕方やプライバシー保護への配慮が必要となってくる。

4.2.14.2.14.2.14.2.1    「商「商「商「商品品品品種類種類種類種類」」」」かかかからららら直接直接直接直接的的的的にににに類類類類推推推推・・・・蓄蓄蓄蓄積積積積ででででききききるるるる項項項項目目目目

さらに具体的な項目を検討するために、まずは消費者が購入する商品そのものの特性か

ら類推・蓄積できる個人情報について考えてみる。たとえば衣類や靴、医薬品といった商

品からは、その商品を購入した人の「身体特性・健康状況」といったデモグラフィック特
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性を類推できる。同様に、住宅、自動車、宝飾品などの高額商品からは「所得・家計資産

状況」が、育児用品や子供用品、介護用品といった商品からは、「家族形態・ライフステ

ージ」が類推可能である。

また、書籍やＣＤ、ビデオといったコンテンツ商品からは、「趣味・嗜好」というサイ

コグラフィック特性を把握することが可能である。そのほかにも趣味・嗜好を知り得る商

品としてチケット、旅行、ファッション、スポーツ等の趣味用品、ブランド品、エコ商品

などを挙げることもできる。以上のように、商品の種類によっては、その商品特性そのも

のから個人情報を類推できる場合がある。

4.2.24.2.24.2.24.2.2    購買購買購買購買行行行行動プ動プ動プ動プロロロロセセセセススススとのとのとのとのかかかかかかかかわわわわりりりり

類推・蓄積できる個人情報項目を検討する上では「商品種類」だけでなく、購買行動プ

ロセスにも注目する必要がある。

一般に購買行動プロセスは、問題認知から情報探索を経て、購入意志を決定し、さらに

購入事後行動へと移行するマーケティング・モデルが想定されている。今回は、それを踏

まえて購入前・購入時点・購入後の３ステップに分け、各ステップごとに個人情報の類推・

蓄積にかかわる具体的なアクションについて検討した。

たとえば購入前における消費者アクションとしては、リアル店舗におけるウインドウシ

ョッピングと通販（オンライン販売）のカタログブラウジング（商品検索）、さらに購入

に関するコンサルティングといったものがある。なかでも、オンライン販売での商品検索

は、その履歴情報から比較的容易にある程度の個人情報を類推・蓄積することができる。

消費者が企業側に対して積極的に働きかけるコンサルティングの局面では、そのやりとり

の中から、より深い個人情報に接する機会も出てくる。

購入時点においては、購入チャネルや配達先、購入目的、支払い形態といった項目が個

人情報を類推・蓄積する上でのポイントになる。たとえば、配達先によって住所や氏名と

いった「個人基本データ」が分かることになり、お中元やお歳暮といった贈答品がまとめ

て発注される場合には、その送り先から「交友関係」を把握できる場合もある。支払い形

態についてはクレジット払いなどの場合には「個人基本データ」を蓄積できることになる

商品購入後の消費者との接点としては、愛用者カードに代表されるアンケート回収や、

修理・メンテナンスといったアフターケアがある。たとえば、アンケート回収は販売店で

はなくメーカーが「個人基本データ」を取得する機会になる。
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以上を踏まえモデル購買プロセスを以下のように設定して以降の議論のベースとした。

(1) 購入前（問題認知・情報探索）

l ウインドウショッピング

l カタログブラウジング（商品検索）

l コンサルティング

(2) 購入時点（購入意志決定・代金支払い・商品入手）

l 購入チャンネル（リアル店舗/通販オンライン）

l 配達先

l 購入目的（贈答）

l 支払い形態

(3) 購入後（商品使用・メンテナンスなど）

l アンケート

l アフターケア（修理）

4.2.34.2.34.2.34.2.3    個人個人個人個人情情情情報項報項報項報項目目目目のののの分分分分類類類類

以上の議論を元に商品の購買プロセスを通じて類推・蓄積できる個人情報項目をまとめ

ると下記のようになる。

(1) デモグラフィック特性

① 個人基本データ

l 氏名

l 性別

l 年代

l 職業

l 電話番号

l 住所

l e-mail アドレス

② 所得・家計資産状況

③ 家族形態・ライフステージ

④ 身体特性・健康状況

⑤ 住居関連情報
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(2) サイコグラフィック特性

① 趣味・嗜好

② 行動エリア

③ 交友関係

(3) 購買履歴

① 購入時期・頻度

② 購入習慣

③ 購入金額

4.34.34.34.3        類類類類推推推推・・・・蓄蓄蓄蓄積できる積できる積できる積できる項項項項目目目目ののののママママッピング調ッピング調ッピング調ッピング調査査査査

4.2で検討したどの個人情報項目が具体的な購買行動プロセスのなかで類推・蓄積され

るのかを調査するために、いくつかの商品カテゴリを選んで購買行動プロセスと個人情報

項目のマッピング表を作成し、その評価を実施した。

マッピング表の作成にあたっては、①サービス商品から物販商品までなるべく広い商品

カテゴリをカバーすること、また現実味のある調査とするために、②作業グループ内のメ

ンバーが実際にサービスしている分野とすること、の２点に留意して商品ジャンルを選択

した。

上記を考慮して選択した商品カテゴリは以下の通りである。

l 旅行商品（サービス商品：ＥＣ）

l 書籍（ディジタルコンテンツ/物販：ＥＣ）

l 酒食品（物販：ＥＣ）

l 家電製品（物販：店舗販売）

サービス商品のカテゴリからは旅行商品のオンライン販売について調査を実施した。コ

ンテンツ分野では、ディジタルコンテンツおよび書籍のオンライン販売について検討した。

物販のオンライン通販からは地域名産品を含む酒食品を商品カテゴリとして選択した。さ

らに、物販の商品カテゴリとして家電製品も取り上げた。ただし、現時点ではオンライン



16

販売の実績がほとんどないことを踏まえ、リアル店舗での販売を前提としてマッピング表

の作成に取り組みこととした。

次に 4つのカテゴリの具体的な調査について述べる。

4.3.14.3.14.3.14.3.1    旅行旅行旅行旅行商商商商品品品品

元来、旅行商品はＥＣ（電子商取引）と相性の良いジャンルの一つである。すなわち、

旅行業はそもそもがサービス内容を紙媒体で表現した情報産業であり、予約管理等の顧客

との双方向のやりとりが必要不可欠であるところがその所以である。

近年の旅行業界のキーワードとして「個人化」を挙げることができる。法人需要が低迷

する中、各社とも個人旅行のシェア拡大にしのぎを削っており、顧客ニーズの多様化に合

わせた魅力ある商品作りとともに、顧客の囲い込みを目的とした個人情報の蓄積に力を注

いでいる。

従来、店頭販売が中心であった旅行商品販売は申込手段としての電話利用が増大するに

つれ、新聞・雑誌等を利用した通信販売の手法が定着しつつある。

インターネットへの取り組みはＪＴＢ、近畿日本ツーリストの 2 社が 1995 年にホーム

ページを立ち上げたのを皮切りに、数多くの旅行会社がオウンページを公開している。  ま

た、複数の旅行会社の商品ラインアップを売り物にしたいくつかの検索サイトが存在し、

Co－Branding 展開を図りながら「ポータル化」を競っている。　旅行関連のホームページ

には３割を超える女性ユーザーのアクセスがあり、その即時性と双方向性に次世代メディ

アとして大きな期待が寄せられている。

さて、当ＷＧのテーマである消費者情報については、前述した通り各社とも非常に重要

視しており、特にパッケージツアー等の買廻り品購買顧客（チケット等の最寄品購買顧客

と対になる顧客）の獲得・定着に向けては相当額のシステム構築投資をしている企業が多

い。

旅行商品における個人情報の特徴として「購入前」「購入時点」「購入後」それぞれの

購買アクションにおいて、比較的類推・蓄積し易い点が挙げられる。すなわち購入前では

「相談」「ご案内」でのやりとりによる蓄積ができ、購入時点では予約を伴う権利商品な

るが故の相当なデータの蓄積が可能なのである。また購入後の典型的な例として、添乗員

同行のツアーに参加された顧客に関する同行添乗員が得る個人情報がある。ある意味で「寝
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食をともにする」訳で、かなりセンシティブな分野にまで踏み込んだ情報も蓄積できるの

である。（参照：添付資料 表－３）

ＥＣにおける旅行商品販売の実績は、まだまだわずかのシェアでしかないのが現状であ

る。しかし、決済のスタンダード化が実現すれば、冒頭に述べた相性の良さから言って飛

躍的に増大するのは確実と言える。

このことからも、旅行商品に限らず、ＥＣならではの個人情報の活用法（収集、蓄積、

分析、加工）とその保護との境界線をどう定めるか、一定の指針が必要になってきたと思

われる。

4.3.24.3.24.3.24.3.2    書籍書籍書籍書籍（（（（ディディディディジジジジタタタタルルルル・コ・コ・コ・コンンンンテテテテンンンンツツツツ／／／／物物物物販販販販））））

 米国では amazon.com などインターネット書店が成功を収め、日本でも紀伊国屋書店や

丸善などの大手書店、卸などが順調にインターネット通販の事業を拡大している。また、

書籍は、ディジタルコンテンツとしての販売に適したものであり、今後のＥＣにおける核

となるコンテンツとなる。

消費者・生活者の個人の趣味嗜好に向けた雑誌データの切り売りなど、そのビジネスの

可能性は大きなものが期待できる。

そこで、出版業界でのＥＣの事例により、個人情報との関わりを検討した。

まず書籍のオンライン販売においては、書籍そのものの内容が「趣味・嗜好」「ライフ

ステージ」などの特性に密接な関係があり、ウェブにおける書籍商品の検索の履歴がそれ

を示すデータとなりうる。また、「住居データ」や「家計資産」といった特性まで類推可

能な場合が考えられる。

書籍のオンライン販売は、現在の再販制度を変革させるものであり、今後のディジタル

世代では一般的な書籍の購入方法となる可能性がある。そのため、会員制などによる顧客

囲い込みで、顧客の個人情報がかなり詳細に事業者側に保有される可能性がある。

書籍のディジタルコンテンツ販売では特に、消費者（会員)の「趣味・嗜好」にあった

ジャンルの新着紹介、編集、即時販売など One To One Marketing、あるいはマス・カスタ

マイゼーションといった手法が導入され、今後のトレンドとなっていくものと考えられる。

また、書籍のディジタルコンテンツ販売では、パソコンユーザーのみならず、携帯電話

ユーザーやゲーム機ユーザー、ＴＶユーザーなど幅広い消費者層が予想され、消費者の個

人情報の扱いも様々な事業者が関係してくる可能性もある。(参照 添付資料 表－４、表
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－５)

4.3.34.3.34.3.34.3.3    酒酒酒酒・・・・食食食食品品品品（（（（ググググルルルルメメメメ））））

出店コストが低いといった参入の容易さや地域振興のための情報発信といった切り口か

ら、地域名産品を中心とする酒・食品関連のオンラインショップが相次いでインターネッ

ト上に出店している。ＮＴＴディレクトリの分類によれば、酒・食品だけですでに 4000

店以上がインターネット上に店舗をかまえている。また、いわゆる大手のショッピング・

モールでも、酒・食品は幅広いユーザを獲得するための戦略商品という認知度が高まりつ

つある。

酒・食品の購買と個人情報の関わりについての特徴は、贈答品として扱われる機会が多

いことである。お中元やお歳暮シーズンは、酒・食品オンラインショップのかきいれ時に

なっており、お中元のときの送付先リストをショップ側で保持してお歳暮シーズンにその

リストを再利用できるサービスを実施している例もあり、個人情報としての「交友関係」

を知る手がかりになる。

これまでは、ＰＯＳ等のシステムが整備されていない地域名産品の定量的なマーケティ

ングはほとんど手付かずの状態だった。双方向性を備えたインターネット通販という新た

な流通チャネルを活用することによる新たなマーケティング手法の確立が期待されている。

一方で食品関連業界の話題としては、これまでスーパーやコンビニで扱われてきた大手

メーカーの加工食品が思うように売れなくなってきたという指摘がある。ＰＯＳ依存型マ

ーケティングの限界説である。ＰＯＳからわかるのは何がいくつ売れたというデータだけ

である。特に食材の場合には、購入後にそれがどのような料理に利用され、どのようなメ

ニューといっしょに食卓にのぼったかまでをフォローする仕組みがないと消費者ニーズは

つかめないとする意見もある（参考文献：斎藤隆著「食 MAP が創る新次元マーケティング」）。

今後は、レシピなどの食卓次元の情報提供と商品販売を束ねた提案型のサイト運営が求

められるようになろう。その形態を模索する上でも、情報アクセス履歴を元にした個人情

報をユーザにメリットある形でサービスにフィードバックする必要がある。（参照：添付

資料 表－６）

4.3.44.3.44.3.44.3.4    家電家電家電家電製製製製品品品品

家電商品は各商品毎の選択、購入、使用、メンテの一連の消費者行動に影響する特性に
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より、3 つの商品分野に分けて考察する。ここで、3 つの商品分野とは、①設備／白物家

電商品、②ＡＶＣ家電商品、③最寄小物商品のことである。

現在、メーカー及び流通段階で消費者情報を収集，蓄積及び分析の対象となる手段（定

例化されたフォーマット）は次の通り。

         メーカー            流通
【購入前】 ショールーム又は相談ｾﾝﾀｰ等の期間

で収集されたものから類推するもの
※一部フォーマット化されている。

直接、間接（電話他）に問い合わせ
相談の中から類推するもの
※フォーマットされていない。

【購入時】 クレジット等、支払形態により使用
される。フォーマットにより類推さ
れるもの
※クレジット契約書

・直接の購入行動から類推するもの

【購入後】 保証書／愛用者カード等、メーカー
宛返送されるフォーマットより類推
されるもの

ショールーム／相談センター等の機
関へ修理サービス，使い方相談など
を通じ類推されるもの

※一部フォーマット化

流通レベル（販売店）での修理，サ
ービス使い方フォロー等のサービス
活動を通じ、類推されるもの

※一部フォーマット化

    　※尚、ネットワーク利用の購入及び購入後行動は対象に含めていない。

4.3.4.14.3.4.14.3.4.14.3.4.1    家電家電家電家電（（（（設備設備設備設備／／／／白白白白物物物物）の）の）の）の場合場合場合場合

対象商品は、エアコン、厨房機器、バス機器等、住居設備として設置や工事等伴う

商品と、白物と言われる洗濯機、冷蔵庫、電子レンジ等設置場所等の制約、又、設置

に伴う調整を要する商品である。

これらの商品は共通して、家族共通の便益／受益型商品の特性から、持ち主の住居

状況（間どり等）また、家族構成（人数・メンバー等）更には衣生活、食生活に関す

る傾向を類推することが可能である。

特に購入前の選択行動時、又、購入後の修理メンテ，サービス時等、上記の個人情

報の掌握は適切な対消費者へのコンサル及びマスターサービス活動のためには、一定

限度必要なものとなっている。（参照：添付資料 表－７）

4.3.4.24.3.4.24.3.4.24.3.4.2    家電家電家電家電（（（（ＡＶＡＶＡＶＡＶＣＣＣＣ））））のののの場場場場合合合合
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対象商品は、Audio（音響）、Visual（映像）、Computer＆Communication（コンピ

ュータ／コミュニケーション商品）である。

これからの商品は主として、消費者の趣味／余暇生活を反映する商品であり、一部、

映像（ビデオ、テレビ）又、コミュニケーション機器の電話等は家族構成等、類進予

測することができる。

又、一部、ソフトを必要とする商品のため、購入後のソフト継続購入、又、修理，

使い方相談等より、趣味，余暇生活を更に深めた類推予測が可能な商品である。

    （参照：添付資料 表－８）

4.3.4.34.3.4.34.3.4.34.3.4.3    家電家電家電家電（（（（最最最最寄寄寄寄／／／／小小小小物物物物））））

対象商品は、主として、買いまわり型の使いきり商品であり、たとえば管球、照明、

電池、家事調理関連小物（１万円以下）、テープ類等である。

これらの商品は使いきり型商品が多く、又、購入ルートも消費者自身はそれほどの

こだわりを持たない分野であり、個人情報の類推予測範囲は限られている。

（参照：添付資料表－９）

4.3.54.3.54.3.54.3.5    調査調査調査調査をををを通じ通じ通じ通じてててて：：：：購購購購買ア買ア買ア買アククククシシシショョョョンンンン・・・・ププププロロロロセセセセススススかかかからみらみらみらみたたたた個個個個人人人人情情情情報報報報

消費者の個人情報は、企業と消費者との間の何らかの接点の中で蓄積される。購買行動

と直接関係しない消費者アンケートなどから蓄積されるものもあるが、個人情報の多くは

商品の購買行動の過程での顧客との接点において蓄積されている。

商品の購買行動の過程をＡ購入前／Ｂ購入時／Ｃ購入後に分けて、各段階でどんな個人

情報が得られるかについて 4 つの商品カテゴリの７事例ごとにみてきたが、Ｂ購入時に得

られる情報が最も顧客データとして蓄積されやすい。というのは、商品購入時には氏名や

連絡先などの個人情報の提示が求められる場合も多く、個人情報を直接的に記録情報（デ

ータ）として得やすいためである。ここで得られた消費者の基本属性に関する情報が顧客

の基本データとなり（1.デモグラフィック特性）、購入された商品など顧客の購買に関す

る情報が購買の度に蓄積されていくことになる（3.購買履歴）。また通信販売の場合はこ

れらの個人情報のデータ化が容易であるため、顧客データの管理がかなり徹底して行われ

ていると思われる。

Ｃ購入後のアフターサービスや問合わせ等においても同様に消費者個人の基本属性や購
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買履歴に関する個人情報を得られるが、Ｂ購入時に得られた顧客データと連動した形で情

報管理ができていないケースも多いと思われる。利用者アンケートについては直接的に記

録情報（データ）として得ることができ、モニター制度等により継続的に情報を得ること

も可能となる。

Ａ購入前の段階では商品の購入を吟味したり商品を選択するための情報探索が行われる。

企業や販売店にとっては、情報探索の過程で消費者の商品に対するニーズ内容のほか趣味

嗜好、生活環境等のライフスタイルに関する情報（2.サイコグラフィック特性）を得られ

る可能性が大きい機会である。コンサルティングを伴う販売を除けば一般には、売り手で

ある企業や販売店が消費者の購入意志決定の前に詳細な個人情報をデータとして得ること

は非常に困難であると思われる。しかしながら、近年広がりつつあるオンライン販売の場

合は、購入意志決定に至るまでの情報探索の過程が記録として残るため、消費者が関心を

持っている商品内容や趣味嗜好などに関する情報が容易に得られる。このような情報を顧

客データとして管理・活用することで、顧客のセグメンテーションやきめこまかい個別対

応の情報提供や販売促進を行なう企業も登場しつつある。（参照：添付資料 表－１０、

１２）

4.44.44.44.4    「顧客「顧客「顧客「顧客のののの階層」と類階層」と類階層」と類階層」と類推推推推・・・・蓄蓄蓄蓄積できる項目の積できる項目の積できる項目の積できる項目のママママッッッッピング調ピング調ピング調ピング調査査査査

４つの商品カテゴリについてマッピング表を作成する際に、顧客と企業サイドの関わり

の深さと個人情報の関係についても検討した。今回は、企業と顧客の関わりの深さを以下

のような５段階の階層で分類した（参考文献：F．Reichheld 著「The　Loyalty　Effect」）。

①見込顧客、②トライアル顧客、③リピート顧客、 ④ロイヤル顧客（特定の商品やサ

ービスを特定の会社から購入する状態になった顧客）、⑤アドボゲート顧客（ある特定の

商品やサービスを特定の会社から購入するのみならず、友人・知人などを新規顧客化する

状態（クチコミ・紹介など）に至った顧客）

基本的には、企業との親密度が深いほど個人情報を取得する機会が増える。ただし、家

電製品の最寄／小物のように購入ルートにこだわりを持たない商品については、顧客の階

層と個人情報の取得機会には明確な相関はない。（参照：添付資料 表－１１及び表－３

～表－９）
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4.54.54.54.5    考察考察考察考察：：：：オオオオンライン購ンライン購ンライン購ンライン購買買買買ににににおおおおいて蓄積されるいて蓄積されるいて蓄積されるいて蓄積される個個個個人人人人情報の特情報の特情報の特情報の特徴徴徴徴

これまでの検討結果を踏まえて、今回の報告の主題である電子商取引、すなわちオンラ

イン購買において蓄積される個人情報の特徴について考察する。

オンライン購買において企業が蓄積し得る個人情報を、店舗販売やカタログ等の通信販

売の場合と比較してみると以下の特徴がある。

l データベース化の容易さ

購買プロセスからみると消費者の基本属性や購入申込み商品に関する情報がオンライン

上で扱われるため、個人情報がそのままデータとして得られデータベース化が非常に容易

である。

l 購入前に得られる個人情報

購入前の情報探索から購入時の決済までがシームレスにワンアクセスで行われやすいた

め、購入意志決定に至るまでの情報探索の過程を把握することができ、消費者の関心や趣

味嗜好などに関する情報が得られる。この場合、商品の購入に至った客だけでなく購入見

込み客の情報を得ることも可能である。

l ダイレクトで継続的な顧客接点

オンライン販売に限らないが、電子メールというコミュニケーションツールを使うこと

により企業は顧客とのダイレクトな接点を持ち顧客自身の生の声を得やすい。特にオンラ

インで購買された場合、顧客のアフターフォローや利用者アンケートなどを継続して行な

うことができる。また、従来の葉書などによる利用者アンケートに比べて、低コスト・短

期間でニーズ情報を得られると思われる。

l 見込み客の対象範囲

店舗販売の場合、販売店が対象とする商品購入見込み客は過去に利用した顧客かその店

舗の周辺エリアに居住する消費者等に限定されることが多い。それに対してオンライン販

売では、物理的には国や地域等のエリアの制約を受けず、しかも商品への関心度が高い消

費者との接点を持つことが可能である。そのため、これまで接点のなかったエリア外の新

規顧客の獲得が期待できるとともに、不特定多数ではなく購入に結びつく可能性が高い見
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込み客を対象に効率のよい情報提供や販売促進を行なうことができる。（参照：添付資料

表－１２）

4.64.64.64.6    今後に今後に今後に今後に向向向向けけけけてててて

本章では、商品の購買行動プロセスと個人情報の関わりについて検討し、購買行動を通

じて類推・蓄積できる個人情報項目について整理・分類を試みた。具体的に４つの商品カ

テゴリについてマッピング表を作成して評価した。ただし、電子商取引の現在の主力カテ

ゴリであるパソコン関連商品の評価ができなかったことは課題として残った。

メーカー主導から大手流通主導へ、そしてネットワーク時代には双方向性を生かした生

活者主導のパラダイムが訪れると言われている。メーカー流通サイドが個人情報を単に蓄

積・利用するというだけではなく、消費者保護にも配慮した上で、三者がお互いに働きか

けることのできる新次元の「市場」を構築することがＥＣ（電子商取引）発展の鍵になる

と思われる。
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5555    各種法令各種法令各種法令各種法令・ガ・ガ・ガ・ガイイイイドドドドラララライイイインンンンななななどに見どに見どに見どに見らららられれれれるるるる個個個個人人人人情情情情報の取報の取報の取報の取扱扱扱扱
今回ＥＣで取り扱われる個人情報の調査にあたり、日本国内ですでに規定されている個

人情報保護に関わる各種の法令・ガイドラインの主なものの内容調査を行った。

5.15.15.15.1    調査方調査方調査方調査方法法法法とその手とその手とその手とその手順順順順

5.1.15.1.15.1.15.1.1    各種各種各種各種法法法法令令令令････ガイドガイドガイドガイドラララライイイインンンンのののの収収収収集集集集

個人情報保護に関わる法令及び行政のガイドライン並びに各業界団体のガイドライン等

についての中から、またインターネットのホームページ上等から下記のものを収集した（１

９９８年１０月）。従って団体名称及びホームページのＵＲＬについては、その時点まで

のものを記載している。

l 法令：｢行政機関の保有する電子計算機処理に係る個人情報の保護に関する法律｣

（１９９８年）

l 行政のガイドライン：通産省、郵政省、他

業界団体：（社）情報サービス産業協会（ＪＩＳＡ）

　　　　　（社）日本通信販売協会（ＪＡＤＭＡ）

　　　　　 (社) 日本クレジット産業協会（ＪＣＡ）

　　　　　（社）日本ガス協会、他

なお地方公共団体では調査時点では１４０７の団体が、個人情報保護条例を制定してい

たが、今回は対象よりはずした。

5.1.25.1.25.1.25.1.2    ワーワーワーワーククククシーシーシーシートトトトのののの作作作作成成成成

本件を一定の基準で整理するため、以下のような項目に分類してワークシートを作成し

た。

l 法令・規約名称

l 作成団体・組織

l 個人情報：文献のなかに、収集される個人情報の種類が明記されている場合

　 ・共通項目：氏名、生年月日（年齢）、性別、自宅住所、自宅電話番号、勤務先

       住所、勤務先電話番号

　 ・特定項目：共通項目以外の個人情報。例えば家族構成、年収等のことである。

　 ・収集禁止項目：収集禁止の個人情報の種類が明記されている場合。宗教、病歴等。
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・ 収集者と方法：事業体みずから、もしくは関連会社を使った入会申込書、

  登録申込書、電話での応答履歴等。

l 収集と保管

　 ・保管方法：申込書（紙媒体）、電子媒体

　 ・受領者：その情報を受領し、利用する者。開示された情報を利用できる者。

l 利用に関する取扱規定

   ・利用目的ならびに、利用者。

l 管理に関する規定

   ・情報の保管規定。紙媒体、それをベースにした電子媒体の保管規定。セキュリ

       ティなど。

l 開示に関する規定

   ・情報の外部への開示の規定。開示情報の範囲、開示する業者の選定規定など。

l 関連法規・行政ガイドライン：その規定のベースになった法令など、記載が

あれば記入。

l 備考・その他

5.1.35.1.35.1.35.1.3    まとまとまとまとめめめめにつにつにつについいいいてててて

行政のかかわる各種法令・規約のなかに書かれている個人情報の取り扱い、消費者保護

規定を収集し、整理したワークシートををベースにまとめを行った。まとめるにあたって

は以下の３つをまとめのポイントとした。

l 方向性：通産省における業界別ガイドラインの影響

l 業界特有の表現・記述

l 問題点

5.25.25.25.2    各種法各種法各種法各種法令令令令・ガイドラ・ガイドラ・ガイドラ・ガイドライイイインンンンのののの概概概概要要要要

5.2.15.2.15.2.15.2.1    収集収集収集収集しししした各た各た各た各種種種種法法法法令令令令・ガ・ガ・ガ・ガイイイイドドドドラララライイイインンンン

 収集した各種法令・ガイドラインは作業グループにてワークシート展開を実施し、

同時に概要を記述した。◎のものはインターネットより入手した。
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(1) 法令

l 行政機関の保有する電子計算機処理に係る個人情報の保護に関する法律

(88/12/16)

(2) 行政のガイドライン及び研究会報告書

◎ 民間部門における電子計算機処理に係る個人情報の保護に関するガイドライン

（以下、通産省ガイドラインという）

    通商産業省機械情報産業局情報処理システム開発課(97/3/4)

 　 http://www.miti.go.jp/press-j/past/d61203.html

◎インターネット上の情報流通ルールについて（報告書）

    郵政省電気通信サービスにおける情報流通ルールに関する研究会(97/12/25)

    http://www.mpt.go.jp/pressrelease/japanese/new/980105j601.html

   

l 「電気通信事業における個人情報保護に関するガイドライン」（改訂案,98/09/03)）

  　郵政省電気通信局電気通信事業部業務課電気通信利用環境整備室

 　 http://www.mpt.go.jp/pressrelease/japanese/new/981026d601.html

◎発信者情報通知サービスの利用における発信者個人情報の保護に関するガイドライ

ン

    郵政省

    http://www.mpt.go.jp/policyreport/japanese/misc/bangou5.html

◎放送における視聴者の加入者個人情報の保護に関するガイドライン(96/09/27)

 　 郵政省放送業政局放送政策課

    http://www.mpt.go.jp/pressrelease/japanese/housou/0927j701.html

l 労働者の個人情報保護に関する研究会報告書(98/06/29)

 　 労働大臣官房政策調査部総合政策課

 　 http://www.jil.go.jp/kisya/daijin/980629_01_d/980629_01_d.html



27

(3) 各業界のガイドライン

l 電子ネットワーク運営における「個人情報保護に関するガイドライン」（97/12/3）

 　 電子ネットワーク協議会

 　 http://www.nmda.or.jp/enc/privacy-press.html

l 情報サービス業個人情報保護ガイドラインと解説(98/01)

  （社）情報サービス産業協会

  　http://www.jisa.or.jp/activity/guideline/individual-j.html

l 個人情報保護に関するガイドライン(91/03/05)

 　 日本データベース協会

l コンピュータ処理に係る個人情報保護のためのガイドライン(98/02/20)

  　日本チェーンストア協会

　

l ＣＤ・ビデオレンタル店における会員情報の保護に関するガイドライン(98/04)

 　 日本コンパクトディスクレンタル商業組合

l サイバービジネスに係る個人情報の保護に関するガイドライン(98/12)

 　 サイバービジネス協議会

 　 http://www.iijnet.or.jp/fmmc/501.html

l 百貨店の個人情報保護ガイドライン(98/06)

  　日本百貨店協会

l 通信販売における個人情報保護ガイドライン（解説書,98/03/10)）

 　（社）日本通信販売協会

l 放送基準(93/04/01)

 　 日本民間放送連盟



28

l 電子計算処理に係る個人情報保護のためのガイドライン(98/06)

    電気事業連合会

l 個人情報保護ガス業界ガイドライン(98/03)

  （社）日本ガス協会

l 電子計算処理に係る個人情報保護のためのガイドライン(98/03)

  （社）日本熱供給事業協会

l 個人情報取り扱い規程（モデル）解説版(98/03)

  （社）日本熱供給事業協会

l 信販業界における電子計算機処理に係る個人情報の保護のためのガイドライン

(91/03)

  （社）全国信販協会

l マーケティング・リサーチ綱領(96/05/31)

  （社）日本マーケティング・リサーチ協会

  　  http://www.jmra-net.or.jp/kouryou1-j.html

l 日専連における電子計算機処理に係る個人情報の保護のためのガイドライン

(92/09)

  　 協同組合連合会 日本専門店会連盟

l 日商連における電子計算機処理に係る個人情報の保護のためのガイドライン

(92/09)

 　  協同組合連合会 日本商店連盟

l 販売信用取引における電子計算機処理に係る個人情報保護のためのガイドライン
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（95/10 に改訂されたもの、作業の関係で 1990 年のものを収集）

 　 (社)日本クレジット産業協会

5.2.25.2.25.2.25.2.2    各法各法各法各法令令令令・ガ・ガ・ガ・ガイイイイドドドドララララインインインインのののの要要要要点点点点・・・・ワワワワーーーーククククシシシシーーーートトトト

収集した法令・ガイドラインの要点をワークシートにまとめる。

（参照 添付資料 表－１３＜代表例＞）

5.2.35.2.35.2.35.2.3    まとまとまとまとめめめめ

5.2.3.15.2.3.15.2.3.15.2.3.1    方向方向方向方向性性性性

通産省の「民間部門における電子計算処理に係る個人情報の保護に関するガイドライ

ン」（平成 9 年 3 月 4 日通商産業省告示第 98 号「通産省ガイドライン」）並びに、１９

８０年の経済開発協力機構の「プライバシー保護と個人データの国際流通についてのガイ

ドラインに関する理事会勧告｣（以下、ＯＥＣＤガイドラインという）におけるプライバ

シー８原則の影響がきわめて大きく、ほとんどのものはこれをベースにしている。その為、

その内容は以下の通りである。

(1) 目的

個人情報保護の為の具体的措置を実施するための指針であることを述べている。

＊（参考）通産省ガイドライン第１条

(2) 定義

「個人情報」「情報主体」「受領者」「管理者」などの用語の定義

＊個人情報についての具体的な項目を規定したものはほとんどなく「個人が識別で

きるもの」という表現が多い。

＊ （参考）通産省ガイドライン第２条、

          ＯＥＣＤガイドライン第１条

(3) 適用範囲

対象となる情報、並びに業務、本ガイドラインが適用される対象事業者などについ

て規定している。

    ＊（参考）通産省ガイドライン第３条
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(4) 収集

個人情報を収集するにあたり、収集及び利用の目的を明確にすることを定めている。

同時に、収集方法及び収集範囲の制限についての規定もある。また情報の利用及び開

示においては、情報主体の同意を得ることとしている。同じく法令の規定、公共の利

益の為について、その｢制限｣の範囲についても明確な定めがある。

＊ （参考）通産省ガイドライン第５、６、７、８、９条

          ＯＥＣＤガイドライン第７、９条

(5) 利用・提供

収集された個人情報、及び蓄積された情報の取扱についての定めである。受領者へ

の提供にあたっては、収集目的／利用目的以外に使用してはならない。それ以外の利

用については、情報提供者の同意が必要である。収集された蓄積情報のマーケティン

グへの利用を始めとする二次利用の取扱を定めたものはほとんど無い。

＊ （参考）通産省ガイドライン第１０、１１、１２、１３、１４、１５条

          ＯＥＣＤガイドライン第１０条

(6) 適正管理

個人情報は正確かつ最新のものに保つべきと定めている。利用期限と破棄について

の規定もある。また、不当なアクセスによる漏洩を防ぐ措置を講ずること及び電子媒

体へのアクセス制限並びに情報管理者の認定とその適正、職務遂行義務等も定めてい

る。そして第三者への業務委託における、秘密保持契約をはじめとする適切な契約の

締結を前提とする。

＊本件については通産省ガイドラインが詳しい為、かなり具体的表現がみられる。

＊ （参考）通産省ガイドライン第１６、１７、１８、１９条

          ＯＥＣＤガイドライン第８、１１条

(7) 情報を提供した個人の権利

提供した情報の削除権、最新へ更新する訂正権、利用への拒否権が記載されている。

＊ （参考）通産省ガイドライン第２０、２１条

          ＯＥＣＤガイドライン第１２、１３条
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(8) 組織並びに責任の明確化

責任者の認定をすること及びコンプライアンス・プログラム（実践遵守計画）の策

定を行うことを定めている。。

またコンプライアンス・プログラムの例については無しで、具体的罰則規定につい

て定めている規定も無かった。

＊ （参考）通産省ガイドライン第２２条

          ＯＥＣＤガイドライン第１４条

5.2.3.25.2.3.25.2.3.25.2.3.2    業界業界業界業界特特特特有の有の有の有の表表表表現現現現・・・・記記記記述述述述

業界特有の表現・記述は少ないが、解釈において「解説書」を添付し、本文とは別に業

界特有の対応を具体的に記述した物が多い。クレジットカード業界、通信販売業界等のす

でにＥＣに関連している団体は具体的記述が多いが、電子媒体にてデータのやり取りの少

ない団体においては、一般的表現に終始するものがほとんどである。

5.2.3.35.2.3.35.2.3.35.2.3.3    個人個人個人個人情情情情報保報保報保報保護護護護のののの観観観観点で点で点で点でのののの法法法法制制制制度度度度化化化化ととととそそそそれれれれにににに伴伴伴伴う論う論う論う論点点点点／／／／問問問問題題題題点点点点

今回のガイドラインを調査した結果、ほとんどが「通産省ガイドラインをベースにした

ガイドライン」で、一貫性が保持されているものの、それぞれの状況に応じた具体的項目

としてのガイドラインへの追加事項は少ない。

また、自主規制を前提としているために、全てにおいて罰則規定がなく、そのガイドラ

インが遵守されているかをチェックする具体的方策及び組織はほとんど述べられていない。

そして通産省ガイドラインにおいては、コンプライアンス・プログラムを定めるよう書か

れているが、具体的な指示やアクションプログラムや凡例が述べられているものが少ない

ため、実際の運用としては効果的な対策が必要と思われる。
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6666    医療行為に見医療行為に見医療行為に見医療行為に見らららられれれれるるるる個個個個人人人人情情情情報報報報
私たちの個人情報が発生し、収集され、流通し、利用されている場面を求めながらイン

ターネットの利点を生かした利用方法・事業をいろいろ想起していくと、法制度もしくは

古くからの習慣により取引と呼ぶのが憚られたり、事業化が困難であろう分野が存在する

ことに気がつく。たとえば、医療行為、選挙活動や行政サービス、宗教活動などの分野で

ある。昨今の規制緩和・情報技術の進歩からすると、これらもネットワーク上でのサービ

スとして登場するのもそんな遠い日のことではなさそうな気配もある。だが一見してセン

シティビティの高そうな個人情報項目を含むものが並び、サービスのネットワーク上の展

開にあたっては個人情報の取り扱いに関しては周到な準備を以って実用化されるのであろ

うか。

本章では中でも身近かつ一般的な医療行為を例に取り、これを通じて発生し、収集・流

通・利用されるであろう診療記録における個人情報項目について、その取り扱いに関する

実態を調べるとともに、従来とは異なる、対面に限られないネットワーク上での医療行為

の実現性に関する基本的な要件を調べてみる。

6.16.16.16.1    調査方調査方調査方調査方法法法法

この課題については、厚生省、医師会、そして医師個人と３者への取材が最低必要とな

る。厚生省、医師会、学識経験者の見解については、以下の文献を参考にした。

1. カルテ等の診療情報の活用に関する検討会報告書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成１０年６月 18 日）

2. 「カルテ等の診療情報の活用に関する検討会報告」をめぐって

　　　　　　　　 　（座談会議事録；「ジュリスト」１９９８年１０月１日号）

3. 診療記録の開示と医療者側の課題

　　　　　　　　　     （開原成允；「ジュリスト」１９９８年１０月１日号）

4. その他

また、医師個人への調査は当ＳＷＧ事務局で行い、以下の 4 名の医師へのインタビュー

内容を整理し、本章の以下各節の該当項目に再構成した。

1. ４２歳整形外科医。入院施設のある整形外科専門病院に勤務。



33

2. ４３歳内科医。総合病院に勤務。看護ステーションの往診医療運営責任者。

3. ３４歳外科医。総合病院に勤務。

4. ５５歳整形外科医。開業医。

6.26.26.26.2    診療記診療記診療記診療記録録録録ととととはははは

医療行為において医師、医療従事者の記憶や個人的なメモ以外に公的なもしくは客観的

な患者への医療行為の記録として継続的に作成・保管・利用されるものの総称を「診療記

録」と呼ばれている。これらはどんな立場の人によって書かれたのか、またはどんな法制

度のもとに記述されているのかなどによりいくつかの種類がある。

l 診療録（カルテ）：医師による。

l 看護記録：看護婦・看護士による。

l 処方箋：医師の指示により薬剤師が調剤した記録。

l 検査記録：各種検査技師による検査の結果。テキスト・数値データのみならず

Ｘ線写真や心電図などの画像データをはじめ、種々のアナログ・デジタルデー

タ等を含む。

l 診療報酬請求明細書（レセプト）：病院の医療事務として患者の加入する健康

保険組合に対する請求様式。

以下これらのそれぞれについて調べてみよう。

6.36.36.36.3    診療録診療録診療録診療録（（（（カルテカルテカルテカルテ））））

(1) 診療録とは

診療録とは医師による診療記録であり、あとから登場する検査記録もここから指示

が行われ、ここに検査結果に基づく診断の結果が記入される。処方箋についても同様

であり、すべての診療記録は診療録に始まり診療録に終わるといっても過言ではない。

診療録には何がどのように記録されているのであろうか。

(2) 取り扱いの実態

しくみとしては、診療録は医師が自分の主観で書きこむ欄と、処方箋・レセプト等

用に医療事務部門への連絡事項を書きこむ欄に分かれている事が多い。大概の場合は
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医師自身が診療録を記述しているが、稀に書記を置いて医師の口述筆記を行うケース

もある。また、処方箋・レセプト等は大多数の場合その後データ処理されるので、医

師が診療録を書きこむと同時に処方箋・レセプト等の項目については同じ内容をパソ

コンに入力する様に医師が求められていたり、この診療録の処方箋・レセプト等の部

分を事務部門で一括入力していたりと、現場毎にこの部分は様々な処理がなされてい

る。ごく稀に診療録全体を手書きではなく医師がパソコンに直接入力する場合もあり、

究極の例としては診療のプロセスをすべてシステム上に登録し、画面表示の質問事項

に返答する形で医師が診療を実施し、すべての項目を埋めると自然と処方箋・レセプ

ト等の文書も作成できているようなシステムを導入している病院も存在するとのこと

だが、あくまで実験的な意味合いが強いとのことである。

(3) 記録内容

診療録における記入項目は医師法と健康保険法による必須項目とそれ以外の任意項

目とに区別できる。必須項目としては、

1. 患者の住所

2. 氏名

3. 性別

4. 年齢

5. 診察年月日

6. 病名及び主要症状

7. 治療方法

8. 処方及び処置

以上の法定項目について遅滞なく記録するように定められている。ただしこれらは

あくまで最小限度のことで、実際のカルテには例えば以下の様にいろいろなことが書

いてある。

1. 患者の現在の症状:精神的、身体的な状況を書きとめておく。

2. 過去のエピソード

3. 既往症

4. 医師が受けた印象（例）

l どのような系統疾患の可能性までを意識したのか
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l 患者の性格（例えば「神経質」、「誇大に症状を訴える」など）

l 患者の生活状況

(4) 記述の標準化

結論から言うと診療録の記述の標準化は現在は一般に行われていないと言わざる

を得ない。下に挙げるようないくつかの要因が絡み合って問題の整理そのものも難

しい状態であると感じた。しかし、これも現状での目的からすれば部分最適化の結

果であり、本報告書でこのような事象の善悪について述べる筋合いのものではない。

① 表記上の問題

そもそも診療録においては様々な医学的専門用語の略号が用いられているが、こ

れらは科ごと、大学（医局）の系列毎に異なるのが一般的だという。従って科が違

ってしまえばそもそも診療録そのものを読みこなすことさえ困難であるし、同じ科

でも大学の系列が異なってしまうと大体の類推は可能でも具体的なところまでは読

みこなすことは不可能だという。

また、記述は一般的に英語が多いとは言うものの、科により主流となる言語が異

なっていたり、病院を挙げて日本語で記述する様に指導していたりと、診療録の記

述方法も千差万別である。

② 記述内容における個人差

さらに他人の目から読まれることを意識していない記述は、他者から見るといろ

いろな意味で厄介である。前節で述べた表記上の問題はたとえ解決していたとして

も、まずは自分にしか読めないような乱暴な字になっていたり、どんなつもりで書

いたかに関する述語の省略があったり、他人に説明するような筋道立てた記述にな

っていなかったりといったケースがよく見られるということである。

(5) 問題点と派生しうる課題

ごく一部の野心的な取り組みを除くと、概して診療録に記載する内容は医師の診療

行為における説明に基づく患者との客観的な合意内容を記述しているとはいえない。

どちらかいえば限りなく医師自身の覚書に近いということが言える。ただし覚書とい

っても医師が今後の治療に必要とされる事項について細かくメモしている内容につい
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て、必ずしもこれを患者と共有しようという意味でもない。何故ならば、医師が経過

を見ながら系統疾患を意識しつつ慎重に治療するつもりでも、その記述内容が公開さ

れてしまえば過度の誤診とされてしまいかねないし、また全く反対に医師が系統疾患

に関する記述を控え記憶に留めただけで仮に発症した場合にはまさに誤診とされてし

まう可能性がある。これらの問題を解決するような診療録の記述を不特定多数の患者

に対し性善的な信頼関係に頼らずに標準化していくのは医師に対して非常に負担が大

きく、本報告書の主題としての医療行為のインターネット化の可能性検証という大義

名分では今ひとつ役不足の感は免れない。

医師または医療関係者の間での記述の標準化による医療情報の共有とこれによる医

療サービスのレベルアップという目的であればまだ診療録の記述標準化への議論の対

象となりうるであろうと思われる。しかし、本報告書では主題と大きく逸脱するので

そこまで言及することは避ける。

6.46.46.46.4    看護記看護記看護記看護記録録録録

(1) 看護記録とは

入院時の診療記録を看護側から記述したものであるが、看護に関しての医療法、保

健婦助産婦看護婦法などによる看護記録に関する制限は特段ない。健康保険法によっ

て

l 経過記録

l 看護計画

を記録する様に求められているに過ぎない。

(2) 記録内容

そこで一般に看護記録として記述されているものの例を以下に挙げる。

[看護記録（例）]

1. 入院時の基礎情報

2. 患者の持つ課題

3. 課題解決のための看護計画

4. 経過記録



37

l 医師の指示・処方

l 医師の患者への説明内容

l 処置の日時・方法・結果

5. 退院時看護サマリー

(3) 取り扱いの実態

診療録以上に記述項目に対し法的規制がなく、また処方箋・レセプト等の定型なデ

ータ処理を控えているわけでもないので、どうしても個人差が出やすいといわれる。

結果、非常に散文的なものという印象を与えやすいものとなる。

ただし、必然的に常に複数の医師が読むことを前提とした書き方になっているとい

う事実は特筆すべきことで、医師たちの間では他の医師が書いた診療録を見るよりは

ずっとわかりやすく役に立つという声もよく聞かれる。

(4) 問題点と派生しうる課題

１９８４年厚生省健康政策局看護課が答申としてまとめた「看護体制の変革を目指

して」では、「看護記録とは看護過程の実施の証明するものである」との概念を示し

た。看護過程の実施の証明とは患者の問題を看護婦の立場からどのように捉え、解決

のためにどのような計画を立てて実施し、どのようにそれを評価したかという看護の

記録ということになる。我が国の医療に関する研究の歴史上、医学に関する研究とそ

れ以外の分野、例えば看護学に関する研究の間には相当な差が存在し、これが医療録

と看護録などの記述レベルやその標準化レベルに現れているといわれる。今後、介護

など医療周辺分野のサービスとの融合や共棲が進む中で、まず医師とのコミュニケー

ションが重要なことは論を待たず、その連携の重要性のなかで各サービスにおける記

録文書がいかにあるべきかは、まず看護録と医療録とがいかなる関係たりうるかによ

って大きな影響を受けるであろうといえる。

6.56.56.56.5    処方処方処方処方箋箋箋箋

(1) 処方箋とは

医師の診察の結果としての薬剤の投与に関する医師から薬剤師への指示書。
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(2) 取り扱いの実態

客観的に薬剤の名称と量が記述されているだけのものが殆どであるので、処方内容

自体に高いセンシティビティを持つケースは非常に稀と考えられる。ただし、患者が

複数の科にかかり複数多種の薬剤を同時服用する頻度が高まるにつれ、副作用の忌避

を目的に薬局で独自に管理システムを持つ場合も多い。ただし、全く別の病院で別に

処方されたものに関しては、医師、薬剤師ともに知るすべもなく、患者の申告任せに

なっているのが実態である。

(3) 問題点と派生しうる課題

個人病院で薬局が院内に並存する場合は医療録と兼用するケースも多い様だが大き

な病院や院外薬局を持つケースは明確に別の文書になっているのが殆どである。最近

は医薬分業となって院外処方される薬も多いので、処方内容によってはセンシティビ

ティの高い情報が病院の外に出て行っている。ということも意識し院外薬局からの個

人情報が漏洩した場合重大な事態になりそうなケースについては予めシミュレートし

調査しておく必要があろう。

6.66.66.66.6    各種検各種検各種検各種検査査査査記記記記録録録録

(1) 各種検査記録とは

関連法令としては以下のものがある。

l 健康保険法

l 医療法

l 診療放射線技師法

l 臨床検査技師、衛生検査技師等に関する法律

l 理学療法士および作業療法師法

(2) 取り扱いの実態

医師が診察にあたり患者の各器官に関する科学的客観的に症状を把握するために実

施した検査の記録。結果は数値情報の場合と写真、グラフの場合など内容によりまち

まちである。
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(3) 問題点と派生しうる課題

扱い上の課題となると検査結果と診察時の医師の印象等を総合した結果として診断

がおり診療録に記載されるわけであり、検査記録そのものの専門性から言っても、検

査記録だけが独自に問題となるケースは多いとは思えない。

ただし、検査結果に対する所見が医師により診療録に記述されても、その記述内容

と検査結果とはあくまで独立したものとして取り扱われる必要があるかもしれない。

従来は診療録の付属物のような存在だったものが個々独立した扱いが可能になってい

くとき、さらに検査主体の権利関係や患者自身のもつ権利に関して整理・検討が必要

な時期に入っている。

6.76.76.76.7    その他その他その他その他のののの医療従事者医療従事者医療従事者医療従事者にににによよよよるるるる記記記記録録録録

(1) その他の医療従事者による記録とは

関連法令としては以下のものがある。

l 健康保険法

l 医療法

l 診療放射線技師法

l 臨床検査技師、衛生検査技師等に関する法律

l 理学療法士および作業療法師法

l 視能訓練士法

l 臨床工学技師法

l 義肢装具士法

l 救急救命士法

l あん摩マッサージ指圧師、はり師、きゅう師等に関する法律

l 柔道整復士法

l 歯科衛生師法

l 歯科技師法

(2) 取り扱いの実態

医師法・保健婦助産婦看護婦法以外の法令に基づく医療行為での記録に関する事例
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をここでまとめて扱う。基本的な取り扱いの実態としてはより範囲の狭い、専門性の

高い議論の対象となっている。また、一部検査記録と同様診療録に関する補完的な役

割となっているものもある。が、看護録のところでも述べた様に多くのものが記録技

術に関する研究は未整備といわれている。

(3) 問題点と派生しうる課題

前の節で述べた様に、その他の医療従事者の医療記録等に対する所見が医師により

診療録に記述されても、その記述内容と検査結果とはあくまで独立したものとして取

り扱われる必要がある。従来は診療録の付属物のような存在だったものが個々手厚い

扱いになったときにさらに検査主体の権利関係や患者主体のもつ権利に関して整理・

検討が必要な時期に入っている。

また、フィットネスクラブ事業の普及や生命保険のオンラインでの加入など、本来

医療記録たる健康診断書が営利目的の事業分野で利用する機会もこれからますます増

えて行くと考えられる。個人情報項目としては一般にセンシティビティの高い項目が

並ぶ文書だけにその扱いについては充分な配慮が払われるべきであろう。

一方、２０００年４月介護保険法施行が世間の話題になっているが、このような医

療の周辺領域における裾野の拡大は総論として木目細かい福祉・衛生施策と言えるが、

一方で意思疎通しなくてはならない領域が拡大・輻輳していることを表している。新

しい周辺医療領域と診療録つまり医師の間で改めて意思疎通の方法、記録の共有の問

題を検討しておく必要性はあると考える。

6.86.86.86.8    診療報診療報診療報診療報酬酬酬酬請求明細書請求明細書請求明細書請求明細書（（（（レレレレセセセセプトプトプトプト））））

(1) 診療報酬請求明細書とは

医療事務上、患者の加入する健康保険組合に対し診療報酬の健康保険組合負担分を

請求する際に作成する請求様式のこと。従って診療範囲としては今まで述べた医療行

為で保険扱いの対象となるすべてがこれにあたる。関連法令としても上記のすべてが

これにあたるが、当然、健康保険法が最も関連度合いが高い。この事務に従事するも

のを医療保険士と呼び、計算根拠として、「薬価基準」「医療報酬点数表」などがあ

る。
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(2) 診療報酬請求明細書の明細

1. 患者登録

2. 日付

3. 診療行為

4. 処方箋

5. 注射

6. 処置・検査

7. Ｘ線

基本的に以上の項目が登録されており、多くの医療事務用のＯＡシステムでは特に

３.～７.に対応して、「傷病名マスター」、「修飾語マスター」（患部の部位名、接

頭辞、接尾辞に関するマスターで傷病名と組み合わせるために使用する。）、「医薬

品マスター」（薬価基準掲載分）、「特定器材マスター」（厚生大臣が定める特定保

険医療器材）、「診療行為マスター」などの各種マスターファイルを参照・利用する

ようになっている。

(3) 問題点と派生しうる課題

診療報酬請求明細書がもつ問題点のなかで本報告書に関わるものについてのみ述べ

る。医療録や看護録、処方箋など今まで述べてきた医療記録が情報流路として病院・

薬局などの特定医療従事者に閉じていた事情と異なり、レセプトの場合は、不特定多

数の健康保険組合や保険加入者の会社などに断片とは言え医療情報が伝播されて行き、

差別行為の危険性が潜んでいることを我々は留意しておく必要がある。

6.96.96.96.9    まとまとまとまとめめめめ

本章では診療記録における個人情報項目の抽出とインターネット上での医療行為の実現

の可能性に関する基本的な要件を調べてみた。個人情報項目については殆どの診療記録は

診療録（カルテ）と看護録（入院時）を中心に構成されており、これらに出現する個人情

報項目を基本項目または集合項目のキーとして、その他の診療記録を付随する集合項目と

して整理できる、そんな構造をもつことがわかった。

ただし、これらの医療記録の記述が標準化されるとしても、現在の医療制度・医療保険

制度の根幹に触れるような基本的な問題点が前提として横たわっており、現状での医療記
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録に記述されているような個人情報レベルでそのまま標準化記述されるかどうかについて

は現時点では全く予想不能といわねばならない。従って現時点本報告書で推論できるのは

以下の２点である。Ｂ－Ｂにおけるインターネット利用を考慮した場合には、やり取りさ

れる患者本人の個人情報レベルは現状とほぼ同じレベルであろう。Ｂ－Ｃについては現時

点ではその実現を含め予想できない。
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7777    個人情報に関個人情報に関個人情報に関個人情報に関すすすするるるる国国国国際際際際的的的的なななな技術上技術上技術上技術上のののの取取取取りりりり組組組組みみみみ
本章に於いては個人情報記述に関する検討をＷ３Ｃ（World Wide Web Consortium）の

Ｐ３Ｐプロジェクトのワーキングドラフトの抄訳をもとに紹介する。このＰ３Ｐの文書は、

ＷＥＢ上における技術的な相互互換性の実現や進化促進を本来の目的とした、純粋に技術

主体の文書であるので、一般の消費者や事業者が読みこなすのには適さない。ただし、昨

今米国などで個人情報保護施策に関する基本的な考え方となっている、

1. 事業者がサービスを提供するにあたりプライバシーポリシーを公に宣言するとい

うこと。

2. 消費者自身も個人のプレファランスを定義してエージェントに予め告知すること。

という２つの考え方が、忠実にマシンアンダスタンダブルなものとして仕様化されてい

る様子は充分体感できるといえる。

7.17.17.17.1    Ｐ３ＰＰ３ＰＰ３ＰＰ３Ｐとはとはとはとは

7.1.17.1.17.1.17.1.1    Ｗ３Ｗ３Ｗ３Ｗ３ＣＣＣＣととととはははは

まず、Ｗ３Ｃは通常プロトコルの相互運用性を高めること、ワールドワイドウェブの進

化促進を図ることを目的として成立し、米国マサチューセッツ工科大学コンピュータ科学

研究所（ＬＣＳ）、フランス国立計算機科学・制御研究所(ＩＮＲＩＡ)、日本慶應義塾大

学湘南藤沢キャンパスが共同運営するコンソーシアムである。またＷ３Ｃは、開発者、ユ

ーザーのワールドワイドウェブのリポジトリー情報や標準仕様の具現化のためのリファレ

ンスコードの実装、新技術の使用用途を実証する様々なプロトタイプとサンプルアプリケ

ーションなどのサービスも提供している。

7.1.27.1.27.1.27.1.2    Ｐ３Ｐ３Ｐ３Ｐ３ＰＰＰＰ

Ｗ３Ｃの中で、プライバシー･プリファレンス・プラットフォーム・プロジェクト(Ｐ３

Ｐ)は、ユーザーのプライバシー関連情報をウェブ上で保証する目的で作られたワーキン

ググループである。本報告書作成に使用したＰ３Ｐ１．０仕様書は９８年１１月９日付け

の公開ワーキングドラフトである。
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7.27.27.27.2    仕様書仕様書仕様書仕様書のののの位置付位置付位置付位置付けけけけ

Ｐ３Ｐ１．０仕様書の公開ワーキングドラフトはＷ３Ｃメンバーおよび当分野に関心の

ある第三者へのレビューを目的として現在公開されている。これはＰ３Ｐ研究活動の一環

として作成されており、最終的にはＷ３Ｃ勧告となる予定である。基本的なコンセプトは

ほぼ確定的なものとなっており、現在、フィードバックを得る目的で実験的実装およびプ

ロトタイプレベルでの開発を奨励している。しかし、今後発行されるバージョンに変更を

及ぼす形での早期実装については認められていない。

7.37.37.37.3    仕様書仕様書仕様書仕様書のののの構成と概構成と概構成と概構成と概要要要要

Ｐ３Ｐ１．０仕様書は読みやすさと、内容的な版の管理のために以下の３分冊に分かれ

ている。が、これはあくまで仕様を決めるまでの取り扱い上の都合であり、実装時にはそ

のそれぞれすべての要求を満たしている必要がある。

7.3.17.3.17.3.17.3.1    構文構文構文構文仕仕仕仕様様様様(Syntax Spe(Syntax Spe(Syntax Spe(Syntax Speccccififififiiiiccccaaaatiotiotiotionnnn))))

３分冊になっている仕様書の中でも核になる仕様書で量も多い。前提条件から要求項目

を文書化しており、Ｐ３Ｐでのプロトコル、交換方式、データ構造の構文化規則やコード

化方式を仕様として規定している。実際のプライバシー開示に関わる属性値やデータ要素

に関しては以下の２つの文書に述べている。

7.3.27.3.27.3.27.3.2    用語用語用語用語仕仕仕仕様様様様(Harmonized Vo(Harmonized Vo(Harmonized Vo(Harmonized Voccccaaaabbbbuuuullllary Spary Spary Spary Speeeecificationcificationcificationcification))))

この文書ではプライバシー関連の情報開示における用語、例えばカテゴリー

(categories)、目的(purpose)、照合可能な利用（identifiable use）、受領者（recipients）、

アクセス（access）といった専門用語の英語による仕様化を行なっている。

基本的にこれらの用語を用いればプライバシーポリシーを記述できるようになっており、

プライバシー保護に関する法律上の様々な表現をはじめとして標準的な自主規制に関する

記述、そしてまたプライバシーに対する通俗的な概念についても充分反映したものになっ

ているという。

7.3.37.3.37.3.37.3.3    基本基本基本基本デデデデータータータータセセセセッッッットトトト及び及び及び及びデデデデーーーータタタタタタタタイイイイププププ仕仕仕仕様様様様(B(B(B(Base Datase Datase Datase Data a a a Set Set Set Set SSSSpecificationpecificationpecificationpecification))))

ここではＰ３Ｐにおける基本的なデータ要素・データセット・データタイプの名称とそ

の記述方法を取り決めている。ここで仕様化されている主要なデータ型は以下の通り。



45

日付型、人名型（称号、ミドルネーム、ニックネーム等を含む）、電話番号型、郵送宛

名型、電話通信型（電話、ＦＡＸ、携帯、ポケベルのセット）、オンライン型（メールア

ドレスとホームページのアドレスのセット）、複合型（以上の任意の組み合わせ）。

7.47.47.47.4    Ｐ３ＰＰ３ＰＰ３ＰＰ３Ｐででででの検討領の検討領の検討領の検討領域域域域

Ｐ３Ｐでは以下の仕組みについての仕様を取り扱う。

1. ユーザエージェントに対して、サイトでの個人データの収集の有無とプライバシ

ープラクティスを告知するためのしくみ。

2. ユーザーエージェントとサービスとが自動的に交渉を行い、両者が納得の行く形

での同意を導くためのメカニズム。または、ユーザーエージェントがユーザに対

しサービス側の意向を報告し、ユーザからのデータ交換に関する指示に仰ぐ仕組

み。

3. ユーザが必要と認め、かつユーザのプリファレンスや未解決のアグリーメントと

矛盾しないと判断できる際のデータ交換の方法。

Ｐ３Ｐがこの検討範囲についての仕様を提供するからといって、全ての実装が、規定さ

れた操作や特徴を必ずしも全てサポートしなければならないということではない。

7.57.57.57.5    遵守事遵守事遵守事遵守事項項項項

このドキュメントは、相互運用性、機能セットおよびセマンティクスに関連したポリシ

ーへの遵守事項を規定している。

相互運用性に関する遵守事項に従い、プロトコルは「同一の」プロトコルステートマシ

ンに従って処理され、また情報が勝手に失われたり、混同されたりしないよう実装が行わ

れなくてはならない。さらにこのドキュメントでは機能セットににおける遵守事項につい

ても規定している。つまり、プロトコルに準拠している機能を実装していなければ、その

機能がサポートされているだろうという交信先(またはユーザ)の期待を裏切ることになる。

さらに、このアプリケーションは、ポリシーとの密接な関連を重要視しているため、Ｐ

３ＰはＸＭＬ／ＲＤＦスキーマ作成用の自然言語のセマンティクスを包含している。たと

えば、相互運用性における遵守事項は、全ての団体にプロトコルプリミティブと、それに

対するレスポンスをサポートするよう要求している。
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この遵守事項が与えられれば、規定に従順なエージェントはいつでも SORRY を返信する

ことが可能となる。しかし、全てのエージェントが SORRY のみを返信するよう実装されて

いるならば、互いの同意に達しようと希望するサービス側の期待を裏切ることになる。

この例を踏まえ、SORRY のみを返信するエージェントが全く存在しなければ、サービス

は、複数のポリシーまたは交渉による調停機能を進んで実装する必要はない。このような

サポート機能の欠如はプロトコルの相互運用性に悪影響を及ぼすことはない。

この数少ない遵守事項は変則的なものであるが、Ｐ３Ｐがプロトコルに留まらず、ＨＴ

ＴＰおよびＸＭＬなどのよう標準アプリケーションとして位置付けされるためには必須な

ものである。さらに、このドキュメントでは、まだ実装には至らず、また仕様として記述

される必要のないものだが、Ｐ３Ｐユーザエクスペリエンスの一部として重要と見られる

今後の機能についても解説している。

この解説に当たっては、遵守事項を以下に示す３つのレベルに分類した。各レベルは一

つ前のレベルの内容を含んでいる。

1. レベル１：他レベルとの相互運用が可能なプロトコルとなりうる、Ｐ３Ｐの基本

コンセプトと“プライバシー告知”の基本セットを内容に組み込んだ実装。

2. レベル２：データ変更をサポートする実装。

3. レベル３：拡張(基本の外部にある)データセットと同様に、P3P cookie 置換メカ

ニズムをサポートし、複合的なエンコーディング方式および送信方式をサポート

する実装。

実装をこのレベルのひとつとするには、前回ドキュメントのレベルも含め、リストされ

た全ての特徴または処理をサポートしなくてはならない。

7.5.1 レベル１：プライバシー告知

有効で理解しやすいプライバシープラクティス告知である。これは子供向けに使用する

際などに、適切でありかつ分かり易い。

該当箇所 機能/操作 解説
2.0 アグリー
メントシナリ
オ

PropID PropIDは全てのプライバシープロポーザ
ルを固有に識別する。

3.1データ送信 HTML LINKタグ エージェントおよびサービスは、この場所
にプロポーザルを設置しなくてはならな
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い。
The HTTP 拡張メ
カニズム

エージェントおよびサービスは、この場所
にプロポーザルを設置しなくてはならな
い。

PropURI URIの外側にプロポーザルを設置しなく
てはならない。

4.1.2
XML/RDF　エ
ンコーディン
グ

XML パージング プロポーザルとデータシンタックスは、即
ちに処理されるか、ユーザに表示される。
RDFデータモデルは要求された文法また
はシンタックスを構成するために使用され
るが、RDFデータモデルを利用したくな
い場合は、アプリケーションは RDFをサ
ポートしなくてもよい。

4.4データ参照 データ処理のため
のシンタックス

エージェントは依頼された情報のシンタッ
クスを理解できなくてはならない。

ベースデータ
セット 3.0抽
象エレメント

抽象エレメント P3P以外のメカニズムを通して変更され
たデータを参照する方法。

ハーモナイズ
トボキャブラ
リ

ハーモナイズドボ
キャブラリ

必要に応じて、ハーモナイズトボキャブラ
リを参照のこと。この遵守事項に準じずに
実装する場合、
プライバシー開示の該当レベルへの一致に
支障をきたすことになる。

7.5.2 レベル２：プライバシーおよびインフォメーションエージェント

ユーザが容認し得るプラクティスを保有するサイトとユーザの関係成立を支援する目的

で、ユーザプロファイルとプライバシーアグリーメントを記憶する機能を保有するエージ

ェント

2.0同意シナリ
オ

PropIDリポジトリ プロポーザル全文を圧縮して表示すること
が可能。すでに同意されていれば、新規の
交渉および同意必要ない。

データリポジトリ たびたびリクエストされるプロファイル情
報は、ユーザの元で保存し管理される。

3.3交渉プリミ
ティブ

プロトコルプリミ
ティブ(OK, SRY,
PROP, TXD)

交渉、複数のプロポーザルおよび相手側の
プロポーザルが容認される。

3.4理由コード S-?, R-?, E-? 同意に達するために必要。理由コードが提
供されない場合は、暗示的なセマンティッ
クスがあるとする。従って、セマンティク
スは必須であり、コードの表示方法につい
てはオプションとなる。
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PostCGI 情報は(P3PまたはHTMLエージェント
により)、CGI方式で返信される。

7.5.3 レベル３：洗練された P3P エージェント

Ｐ３Ｐの全機能を実装したエージェント。

2アグリーメン
トシナリオ

PUID/TUID P3P制御下での効果的な匿名のクリック
ストリームの追跡

3.1データ送信 HTTPおよび
postURIを経由し
てエンコードされ
た XML
データ

データは、XMLとしてヘッダ内または特
定のURIに返信されることがある。

4.4.1データ定
義

新規スキーマ例示 エージェントは、基本セット以外のスキ
ーマを例示し、サポートすることが可能
である。

4.2.4ソース属
性

ソース属性 エージェントは推奨された情報によっ
て、複数の拡張されたメカニズムをサポ
ートする。

クライアントは
DOMにアクセスす
る

注釈：相互運用性レベル１を実現するための遵守事項としてみなすべきものは、ドキュ

メント内では以下のキーワードを使用して示している。これらのキーワードは

RFC2119[KEY]で規定されたものとして、各遵守事項の趣旨を解説する際に使用している。

キーワードは、以下の通り：

1. MUST：“必須” を表す語または形容詞。その事項が仕様において必須事項である

ことを意味する。

2. SHOULD：“推奨” を表す語または形容詞。ある状況下ではその事項に従わなくて

もよい場合も有るが、完璧なものを目指すためには理解しておくべき事項であり、

レベル１実装とは異なるコースを選択する前に、状況を注意深く検討した方が良

い。

3. MAY：“任意” を表す語または形容詞。あるベンダーは、特定の市場の要求や、

製品の機能強化のためにその項目を含むことおを選択するかもしれない。たとえ
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ば、他のベンダーはレベル１実装のために同様の項目を省略するかもしれない。

１つ以上の(MUST)要求を満たしていない製品は、レベル１準拠とは言えない。

7.67.67.67.6    運用上運用上運用上運用上のののの説明および説明および説明および説明および設設設設計計計計

Ｐ３Ｐプロポーザルは１つ以上のステートメントで構成され、各ステートメントはデー

タエレメントのセットにおけるプライバシープラクティスを表記するものである。Ｐ３Ｐ

プロポーザルは関連する全てのデータエレメントとプラクティスについて記述しなくては

ならない。つまりサービスがデータエレメントの収集を希望するなら、必ずプロポーザル

にその旨を書き記さねばならないのである。ちなみに、Ｐ３Ｐによる宣言内容の殆どは、

何をしないかというよりは、何をするかという内容を明示した肯定的なものである。

Ｐ３Ｐ仕様コンセプトの中核に位置するものが、Ｐ３Ｐアグリーメント仕様である。Ｐ

３Ｐアグリーメントとは、サービスとユーザエージェントの双方が同意したプロポーザル

のことである。ユーザエージェントは、アグリーメントに至るかどうか判断する際、プロ

ポーザルで規定されたプライバシープラクティスとユーザプリファレンスとを比較する。

アグリーメントは、単一のＵＲＩが参照する“ウェブ”リソースや、ウェブリソースの“ツ

リー”、またはＵＲＩのリストが参照するウェブリソースのリスト等、特定の範囲内で、

ユーザエージェントとサービスとの間で変更された全てのデータを利用している。

一旦アグリーメントに到達すると、ユーザエージェントは、同意プロポーザルにある列

挙されたデータエレメントをサービスからのデータリクエストとして解釈する。また、デ

ータエレメントを参照せずにアグリーメントを得ることも可能である。このような場合の

アグリーメントは、情報収集を行わないことを明示している。

プライバシープラクティスがユーザのプリファレンスに適合しない場合は、選択肢のプ

ロポーザルに変換されることにより、２つのサイドがアグリーメントに表示される。どの

プロポーザルも人間が読める状態でユーザに表示する結果のセットを保有することが可能

である。この結果のセットは、たとえユーザが通常通り容認しないとしても、そのプラク

ティスがなぜ、どのような状況下で有益なのかを説明するものである。ユーザエージェン
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トは、同意に達したアグリーメントを、agreementID と呼ばれる、アグリーメントの指紋

によってインデックス付けされて記録される。

コンタクトする度にユーザエージェントが新規のプロポーザルを送信するよりは、サイ

トが既存アグリーメントの agreementID を送信した方が望ましい。この agreementID は、

1)サービスとユーザエージェントの双方がプロポーザルに同意していることをアサートす

る、2)現在どのプロポーザルとプライバシープラクティスが処理されているかを示し、3)

アグリーメントで参照するデータエレメントをリクエストするものである。ユーザエージ

ェントは、これに対して拒否することも、リクエストされたデータに回答することもでき、

また、アグリーメントの記録が無い場合や、新規にアグリーメントを希望する場合にプロ

ポーザルの全文をリクエストすることも可能である。

またサイトは、プロポーザルの一環として、ユーザエージェントが変心した際に臨時ま

たは二文字の固有の ID(TUID または PUID)がサイトに自動的に返信されるようリクエスト

する機能を保有している。PUID は cookie に類似するものだが、Ｐ３Ｐの制御下にあり数

値領域に限定されている。

このＰ３Ｐ設計によって、マルチラウンド通信に要する時間、プロポーザルのキャッシ

ュ能力、ユーザエージェントまたはサーバ上のデータリポジトリの使用、そしてアグリー

メントリポジトリのサイズに対する仮定や期待に頼らずにアプリケーションを十分実装す

ることができる。

7.77.77.77.7    共通の共通の共通の共通の用用用用語定語定語定語定義義義義

(1)(1)(1)(1)    保証保証保証保証団団団団体体体体(Assuring P(Assuring P(Assuring P(Assuring Paaaartrtrtrtyyyy))))

Ｐ３Ｐ領域内において、プロポーザル(例：それらのプラクティスは監査されてい

るか、または特定のデータ収集におけるガイドラインに従っている)についての保証

ステートメントを作成する保証団体は合法的なエンティティ(人もしくは組織)を指す。

保証はサービス自身または、独立した第三者(団体)によって行われるものである。保

証団体は、特定のＵＲＩにあるプロポーザルの保証ステートメントの一環として、ま

たはメタデータスキーマのセマンティック定義の一環として、何について立証してい
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るのかを確認しなくてはならない。

(2)(2)(2)(2)    アグアグアグアグリリリリーメーメーメーメンンンントトトト(Agreeme(Agreeme(Agreeme(Agreemennnntttt))))

サービス、ユーザーエージェントの双方に同意を受けたプロポーザルのこと。この

アグリーメントは領域内で使用され、agreementID で表記されることが多い。これら

のアグリーメントの拒否しない機能は、Ｐ３Ｐの今後のバージョンでの認証処理およ

びデジタル署名機能のサポートにより強化されて行くことになると思われる。だが、

当バージョン、1.0 ではこれについて言及せず、Ｐ３Ｐ１．０内での証拠(例：保証

団体から発行されたデジタル署名)など含む適切なフィールドを提供する。

(3)(3)(3)(3)    agreementIagreementIagreementIagreementIDDDD

双方の団体が通常のプロポーザルに合意したことを示す情報の単位。容認されたプ

ロポーザルでの指紋がこれに該当する。Ｐ３Ｐヘッダー内に表示される agreementID

は、その領域ではどのアグリーメントが有効であるかを示している。

(4)(4)(4)(4)    デーデーデーデータタタタエレエレエレエレメメメメントントントント(D(D(D(Daaaata ta ta ta EEEElllleeeemememementntntnt))))

苗字や電話番号等、単一のデータエンティティのこと。相互運用性を実現するため

に、Ｐ３Ｐ１．０ではデータエレメントの基本セットについて規定している。

(5)(5)(5)(5)    デーデーデーデータタタタカテカテカテカテゴゴゴゴリリリリ(Data Ca(Data Ca(Data Ca(Data Catttteeeeggggororororyyyy))))

データエレメントまたはデータセットの重要な属性であり、トラストエンジンが、

どのタイプのエレメントについて交渉中なのか、たとえば ”Contact Information”な

どを判断する際に使用される。Ｐ３Ｐ１．０では、１０個の基本データカテゴリを規

定する。

(6)(6)(6)(6)    デーデーデーデータタタタセットセットセットセット((((Data SetData SetData SetData Set))))

“User.Home.Postal.”などの一般的に知られているデータエレメントの分類。セッ

トを表記する際は末尾にピリオドを付け加える。Ｐ３Ｐ仕様 1.0 では多くのベースデ

ータセットを規定する。
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(7)(7)(7)(7)    フィフィフィフィンンンンガーガーガーガーププププリリリリンンンントトトト((((ハハハハッッッッシシシシュュュュ、、、、ダダダダイイイイジジジジェェェェスススストトトト))))

あるデータ群に対してハッシュ関数を適用した結果として得られる固定長の値。指

紋は容易に算出することが可能だが、オリジナルの情報にどんな小さな変更があった

としても、実質上予測不能な値となってしまう。従ってフィンガープリントはテーブ

ルやデータベースにエントリーする際のキーとして使用されたり、情報の保全性を保

証する手段として使用されることが多い。Ｐ３Ｐでのフィンガープリントは[ＭＤ５]

ダイジェスト・アルゴリズムを使用している。このアルゴリズムは、Ｐ３Ｐ通信中で

エンコードされ変換される１２８ビット値を生成する。

(8)(8)(8)(8)    プリプリプリプリフフフファレァレァレァレンンンンスススス(Prefere(Prefere(Prefere(Preferennnncccceeee))))

サービスとの交信または交渉の際中に、ユーザーエージェントがどのアクションを

取るか、または受け入れるかを判断するルール、またはルールのセット。プリファレ

ンスは、公式に規定されたコンピュータ上のステートメントとして表記される(例：

変換言語 APPEL プリファレンス)。このドキュメントでは、プリファレンスはユーザ

ーエージェントとサービスの間で到達したアグリーメントのタイプを管理する。

(9)(9)(9)(9)    プロプロプロプロポポポポーザルーザルーザルーザル((((ProposalProposalProposalProposal))))

プロポーザルとは、アイデンティティ、ＵＲＩ、保証および、プロポーザルで扱わ

れたサービスの開示情報を伴った、１つ以上プライバシーステートメントの集合であ

る。プロポーザルは常にサービス側の視点で作成され、サービス側が利用するための

識別情報を含む。しかし、プロポーザルがユーザによって作成され、承認のためにユ

ーザーからサービスに送信されることもある。

(10)(10)(10)(10)    ＰＵＰＵＰＵＰＵＩＩＩＩＤＤＤＤ

PUID:=hash(UUID)(Realm, agreementID)

ＰＵＩＤとは、ある特定のアグリーメントの元で、延長されたある一定の期間、ユ

ーザがサービスに自分自身を認識させるオプショナルの方法である。ＰＵＩＤは特定

の領域やアグリーメントに直接適合する。ＰＵＩＤは、ReturnID の一部として、Ｐ

３Ｐヘッダー内に組み込まれた状態で GET リクエストと共に送信される。
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(11)(11)(11)(11)    領域領域領域領域(Realm(Realm(Realm(Realm))))

領域とは、あるアグリーメントの管理下にあり、リクエストが発行されるエクスピ

リエンス・スペースである。プロポーザルが適用される範囲を大まかに規定するもの

であり、１つ以上のＵＲＩによって表現される。どのアグリーメントが、与えられた

URI に有効かについての最終的な宣言は、agreementID があるかどうかで判断される。

各ＵＲＩは、承認した特定のリソース、またはリソースのセットを名付けることもで

きる。たとえばＨＴＴＰのＵＲＩスキーマにおいては、目的格(home.html)で終了し

ているＵＲＩは、その目的格に適合し、http://www.w3.org/P3P/のＵＲＩの軌道であ

るＵＲＩは、軌道下にあるファイルシステムのツリーを参照している。そのプロポー

ザルにデジタル署名がない場合、各ＵＲＩは、オリジナルのサーバとドメインが適合

するドメイン名からのものである。ドメインの適合はＨＴＴＰステート管理メカニズ

ムインターネットドラフト[STATE]で取り扱っている。

(12)(12)(12)(12)    リポリポリポリポジジジジトリトリトリトリ(Repo(Repo(Repo(Repossssitoryitoryitoryitory))))

Ｐ３Ｐ管理下でユーザーの情報を蓄積するメカニズム。

(13)(13)(13)(13)    ReturnIReturnIReturnIReturnIDDDD

ReturnID=(agreementID,[PUID],[TUID])

PUID および TUID が任意で返信される場所。

(14)(14)(14)(14)    サーサーサーサービビビビスススス(Service(Service(Service(Service))))

プロポーザルと(できれば)データリクエストを発行するプログラム。この定義では、

サービスとは、サーバー(サイト)、ローカル・アプリケーション、ローカルに稼働し

ているコード、ActiveX コントロール、JAVA アプレット、その他のユーザーエージェ

ントを指す。

(15)(15)(15)(15)    ステステステステーーーートメトメトメトメンンンントトトト(Stateme(Stateme(Stateme(Statemennnntttt))))

Ｐ３Ｐステートメントとは、データエレメント、データセット、カテゴリ収集に関

連したプライバシープラクティス開示のセットのこと。列挙されたエレメントはエン

ベッドされたデータリクエストとしての役割を果たす。データをひとつも参照しない
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ステートメントは、要求するデータが皆無であることになる。

(16)(16)(16)(16)    ＴＵＴＵＴＵＴＵＩＩＩＩＤＤＤＤ

TUID:=hash(UUID(session salt))

同一セッション内でサービスに再び戻ってきたユーザーエージェントが生成した臨

時 ID。新しい TUID は各サービスの各セッション毎に生成されるべきである。もしも

サービスが、セッションをまたがった持続的な ID を必要とする場合は、[PUID]をリ

クエストする方が望ましい。

(17)(17)(17)(17)    ＵＲＵＲＵＲＵＲＩＩＩＩ

ウェブリソースを識別する際に用いられるものであり、ユニフォーム・リソース・

アイデンティファイヤ(Uniform Resource IDentifier)の意。ＵＲＩのシンタックス

およびセマンティクスについての最も確実な情報は、”Uniform Resource IDentifiers

(URI):Generic Syntax and Semantics”(RFCs 1738 と RFC 1808 を置換)を参照のこ

と。このドキュメントでは以下のＵＲＩについて言及している。

1. PropURI:プロポーザルが置いてある URI。

2. PostURI:情報が送信される URI。

3. DiscURI:完全な自然言語によるプライバシーステートメントが存在する URI。

(18)(18)(18)(18)    ユーユーユーユーザザザザーエーエーエーエーーーージジジジェェェェントントントント(U(U(U(Usssseeeer r r r AAAAgentgentgentgent))))

ユーザープリファレンス管理下で、ユーザーの代わりにサービスとの相互作用に介

在することを唯一の目的として存在するプログラム。ユーザーは複数のユーザーエー

ジェントを持つことも可能であり、エージェントは必ずしもユーザのデスクトップ上

に存在する必要はない。しかし、どのエージェントも、ユーザー本人だけがコントロ

ールすることができ、ユーザーの代理としてのみ稼働しなくてはならない。ユーザと

ユーザのエージェントとの信頼関係を管理する領域はＰ３Ｐ以外となる。たとえば、

エージェントが、ユーザのオペレーティングシステムの一部として、またはウェブク

ライアントとして、ＩＳＰやプライバシープロクシの条件や状態の一部として信頼さ

れている場合である。
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(19)(19)(19)(19)    ＵＵＵＵＵＵＵＵＩＩＩＩＤＤＤＤ

ＰＵＩＤおよびＴＵＩＤを生成する際に使用されるメカニズム。ＵＵＩＤについて

は[ＵＵＩＤ]の項で規定している。Ｐ３Ｐは推奨するＵＵＩＤ方式については詳述し

ない。

7.87.87.87.8    前提条前提条前提条前提条件件件件

Ｐ３Ｐは、その稼動する環境について、いくつかの前提条件を設け、解決すべき問題点

を想定し解説している。

1. Ｐ３Ｐにより、サービスはプロポーザル中にそのサービスを識別する情報を組み

込むことが可能となる。ドメイン名の登録された所有者は、サービスに対して責

任があるエンティティとは一致しないため、この情報は提供されなくてはならな

い(ＭＵＳＴ)。

2. 拒絶のない頑強な身分証明およびアグリーメントについては、今後のバージョン

で解説されるプロトコルが実現することになる。今回のバージョンでは、Ｐ３Ｐ

使用にあたり、不鮮明でありまた主流ではないＰＫＩモデルが存在している。将

来的には、ユーザーとサービスの双方が署名と認証を要求できるようになると思

われる。

3. Ｐ３Ｐ以外での通信セキュリティは達成されているものと仮定する[ＳＳＬ]。従

ってＰ３Ｐでは、データの蓄積または送信において情報を保護する暗号メカニズ

ムについては規定しない。

4. Ｐ３Ｐアグリーメントはユーザーとサービスの間で端末相互になされるものであ

る。電気通信プロバイダ、インターネットサービス・プロバイダ、プロクシなど

の媒介は、サービスとユーザーの間のデータ交信に関与しているが、それらのプ

ラクティスは、末端の団体同士で取り交わされるアグリーメントの中には含まれ

てはいない。

5. [ＨＴＴＰ１．１]をベースとしたプロトコルの拡張機能[ＭＡＮＤＡ]を、Ｐ３Ｐ

が利益目的で使用する限り、Ｐ３Ｐは[ＨＴＴＰ１．０]サーバおよびプロクシを

伴って稼働することが可能となるべきである。実際はＸＭＬプロポーザルおよび

ＸＭＬデータは、どの送信方式でも交信可能ではあるが、このドキュメントでは、



56

ＨＴＴＰ内で表示する際に、returnID(複数の目的に使用する際は agreementID；

クリックストリーム用には PUID および TUID)から導き出される機能のみを対象に

言及する。

6. Ｐ３ＰではＨＴＴＰを経由して生成および交換されるデータの全てを対象として

いる。
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8888    まとまとまとまとめめめめ
本報告書における特徴的な内容として、今までいわゆる｢個人情報｣という一つの言葉で

くくられていたものを、もっとより具体的に、各々の収集のされかた等も含めて、全体俯

瞰を試みた事がまず第一に上げられる。

つまり｢個人情報とは何か｣という問いに対して、その属性の範囲はおおよそこのレベルで

あるとか、具体的項目の要求度合いや業種毎・目的別にはこうであるというものが、実際

のワーキングメンバー各人の地道な調査･収集活動を通じてやっと見えて来たという事実

である。

8.18.18.18.1    各種入各種入各種入各種入会会会会申込みに見申込みに見申込みに見申込みに見らららられれれれるるるる個人情個人情個人情個人情報報報報

例えば各種入会申込等に見られる個人情報では、まずどんな属性項目があるのかという

基本的な部分に加えて、本文中の考察にもあったように、業種をキーにしてその個人情報

の属性項目を抽出する作業により、業種・業界毎に共通している項目は何か、またその業

界特有の項目は何かという分類、それにどの業界が一番多くの属性項目を必要としている

のかが明確になった。

次に収集目的をキーにした属性項目の抽出により、それが連絡先・本人確認という基本

的内容だけなのか、それともさらに必要性として与信（収入確認）、担保（資産確認）と

いったレベルまで要求するものなのかという区分もわかってきた。

そしてまとめた各々の業種別・収集目的別一覧表をベースに、もう一歩踏み込んだ内容

として、各業種の代表企業に直接のヒアリング調査を実施し、個人の属性情報の取りまと

めの仕方・メンテナンス時期・参考とする倫理規定等につきかなり詳細な情報を入手でき

た。

その結果意外だったのは、入会及び発行手続時に企業側が入手した貴重な個人情報を、

そのままダイレクトにマーケティングへ活用している事例が特殊な場合を除き、少ない点

であった。

ただ現在は直接活用を実施していない業種・企業も、この不況下、生き残りをかけてい

わゆる“ワン ＴＯ ワン マーケッティング”の実現に向けて、今後の活用意思は充分で

ある事も確認できた。

8.28.28.28.2    商品の商品の商品の商品の購購購購買から類推買から類推買から類推買から類推・・・・蓄蓄蓄蓄積積積積できる個人情できる個人情できる個人情できる個人情報報報報

次に商品の購買から類推・蓄積できる個人情報については、購入する商品カテゴリーと
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購買行動プロセスからのアプローチをまず試みた。そして個人情報を

１． 基本属性・連絡先等の個人基本データ（デモグラフィック特性）

２． 消費者の嗜好（サイコグラフィック特性）

３． 商品の購入状況（購買履歴）

の３つに分類した。そして商品の購買行動の過程をＡ．購入前、Ｂ．購入時、Ｃ．購入後

に分けて、各段階でどんな個人情報が得られるかを４つの商品の７事例毎に検討してみた。

当然、Ｂ．購入時に得られる情報が、最も顧客データとしての蓄積量が多いことがわか

るが、Ｃ．購入後のアフターサービス・問合せ等においても消費者の基本属性に関する個

人情報が得られ、Ｂ．の購入時データとの連動が課題であると思われる。

またＡ．の購入前の段階では、商品の吟味・選択の情報探索を通して、その過程で消費

者の商品ニーズ・ライフスタイルに関する情報を得られる可能性が大きいことが分かった。

そして同じグループで｢顧客の階層｣と企業のかかわりに付いても、以下の５段階の階層

で検討してみた。①見込み顧客、②トライアル顧客、③リピート顧客、④ロイヤル顧客（購

入決定）、⑤アドボケート顧客（口コミ･紹介等）の５つである。

当然一般論としても、基本的には企業と親密度の高いほど個人情報を取得する機会が増

える事になる。

またオンライン購買においては、蓄積される個人情報の特徴としてデータベース化の容

易さと共に、購入前の情報探索から購入意思決定までのプロセスの把握が可能なために、

消費者の関心度合いや趣味・嗜好の傾向などの選択過程情報がわかり、いわゆる購入見込

客データの掌握ができることが特筆される。

そしてオンラインの場合、顧客との接点がダイレクトな為、より顧客自身の生の声、ア

フターフォローのニーズ、利用者アンケート結果等が低コスト・短期間で得られる事に特

徴がある。

さらにインターネットの特徴を利用して、見込み客の対象範囲をグローバルに時間的制

約を受けずに拡大する事が可能な為、これまで接点の無かった顧客とのコンタクトができ

てより広範囲・高次なマーケティングおよび販売促進ができる事もあげられる。

8.38.38.38.3    各種法各種法各種法各種法令令令令・ガイドラ・ガイドラ・ガイドラ・ガイドライイイインンンンななななどに見られる個どに見られる個どに見られる個どに見られる個人人人人情情情情報報報報
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次に各種法令・ガイドラインなどに見られる個人情報の取扱・消費者保護規定について

は、まず国内ですでに規定されている各種の法令・規約の主要な物の内容調査を行い、各

業界のサンプル入手及びインターネットのホームページからのサンプリングを実施した。

これらを整理する為に、項目別にワークシートを作成し、１．通産省における産業別ガ

イドライン、２．業界独自の規定、３．問題点という３つのポイントをベースにして、全

体をまとめてみた。

その結果分かった事として、方向性としてはその通産省のガイドラインの影響が極めて

大きく、ほとんどの規定はこれを踏襲している事、また個人情報保護の為の具体的措置を

実施するための指針レベルに留まる事が上げられる。

そして業界独自の専門規定は少なく、解釈上において｢解説書｣を添付し、本文とは別に

業界独自の対応を具体的に記述したものが多い。

またその問題点としては、殆どすべてのガイドラインが｢通産省｣ベースに終始した結果、

それ独自の追加事項が見られない点があげられ、その延長線上の課題として、当然すべて

において罰則規定が無く、実質的には指導止りであることとなっている。

それから調査を通じての論点としては、個人情報の定義そのもの及びそれに対する情報

主体としての権利についても曖昧さが残り、不明確である点があり、これに伴い不正アク

セスに対する情報主体の保護や国内の法規制に対する議論がもっと必要と思われる。

つまりは、自主規制の限界と法的な保護措置のバランスに付いての認識さらにはそれら

に関する今一歩踏み込んだ議論の待たれるところである。

8.48.48.48.4    医療行医療行医療行医療行為為為為に見られるに見られるに見られるに見られる個個個個人人人人情情情情報報報報

また、本題である電子商取引の周辺領域の一例として、医療行為に見られる個人情報の

取り扱いとそのデータ構造について診療録（カルテ）を中心に調査した。高齢化社会の訪

れに伴う介護保険の導入や保険診療制度の見直しなど常に多くの話題が身の回りを賑わし、

個人の生活の中でも関心の高い分野であることには違いない。しかし、個人情報云々以前

に山積する問題はなかなか多く手強く、医療の分野で個人情報の取り扱いについて中心に

すわった議論を期待するよりは、他の主要な課題の検討の際にいかに個人情報の問題を構

成要素として認識してもらえるのかを念頭においたほうが現実性を持ちうるという認識に

至った。
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8.58.58.58.5    個人情個人情個人情個人情報報報報に関する国に関する国に関する国に関する国際際際際的的的的なななな技術上の取り組技術上の取り組技術上の取り組技術上の取り組みみみみ

本報告書においてはＷ３Ｃ／Ｐ３Ｐのワーキングドラフトを翻訳することによりその背

景にある個人情報の取り扱う上で基本としている考え方を確認した。この間米国などで実

際に個人情報保護のための仕組みとして提唱されている、

1. 事業者がサービスを提供するにあたりプライバシーポリシーを宣言するというこ

と。

2. 消費者自身も個人のプレファランスを定義してエージェントに予め告知すること。

この２つがマシンアンダスタンダブルに動作環境としても記述として実現されてお互い

のエージェント同士のやり取りが技術的に実現可能な様に仕様化されている。

8.68.68.68.6    個人情個人情個人情個人情報報報報を俯瞰すを俯瞰すを俯瞰すを俯瞰するるるる

これまで述べてきたように、本報告書においては３．各種入会申込等に見られる個人情

報、４．商品の購買から類推・蓄積できる個人情報、５．各種法令・ガイドラインなどに

見られる個人情報の取扱、６．医療行為に見られる個人情報、７．個人情報に関する国際

的な技術上の取り組み、以上 5 つの章に渡って実世界を中心に、出現する個人情報項目を

収集してきた。

これらは、取引上のプレイヤーである消費者個人の状態を、いわば広義での取引上の目

的に特化したフィルターを通して記号化したものに他ならない。そもそも個人の状態を客

観的な記述として個人情報化することそのものが記号化行為そのものであると言えるわけ

だが、上に述べた、特定の目的限定でのフィルターではなく、個人情報一般に関する議論

を目的とした一般化した分類・整理というのはできないだろうか。

ここでは、今回本報告書では検討の時間が充分取れず検証するには至らなかった２つの

個人情報モデルについてその概要を紹介する。

8.6.18.6.18.6.18.6.1    個人個人個人個人基基基基本情本情本情本情報報報報

各個人情報モデルのコア部分にある、情報主体本人自身に関する客観的な情報項目群。

以下に例を挙げる。

l 氏名

l 出生に関する項目（生年月日、出生地、人種･民族、実父母氏名）
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l 性別

l 身体状況（診療録（カルテ）、看護録、検査記録など）

l 精神環境（政治的信念、信教、その他）

8.6.28.6.28.6.28.6.2    社会社会社会社会的的的的契約契約契約契約（（（（所所所所属属属属コミコミコミコミュュュュニニニニテテテティィィィ））））にににによよよよるるるる情情情情報報報報モデモデモデモデルルルル

人間は社会的な生物といわれ、自分が無意識のうちにいくつものコミュニティに属して

おり、そこでは所属コミュニティごとの人格を使い分けているといっても過言ではない。

ここでは所属するコミュニティやその契約実態によって個人属性値が決定し、変化して行

くケースが多いことに着目してみた。

8.6.2.18.6.2.18.6.2.18.6.2.1    一般一般一般一般モモモモデルデルデルデル((((案案案案))))

l コミュニティ自身の情報

l 構成員としての活動履歴

l 構成員としての評価（賞罰）

l 交友関係

8.6.2.28.6.2.28.6.2.28.6.2.2    所属所属所属所属ココココミュミュミュミュニニニニテテテティィィィ例と例と例と例とそそそそここここででででのののの属属属属性性性性項項項項目目目目例例例例

(1) 家族／世帯

個人が構成する、最も基本的で日常的な所属コミュニティ。同時に人生の基礎を構

成する単位でもあるため、多くのセンシティビティの高い情報を持ち、また様々な側

面も持つといえる。

l 門地（家柄・家格・門閥）

l 家族構成

l 建物（住所、電話番号、間取り、資産価値など）

(2) 就学・就労

実社会での社会活動としての一般的なコミュニティ。保育園から幼稚園、小学校、

中学校、高校、大学、専門学校などや社会での勤務先、アルバイト先などが対象。転

校・転勤などによりコミュニティが途中で切り替わる例や同時期に複数のコミュニテ

ィ（例：クラスとクラブなど）を形成する例も考慮すべきである。また、卒業や転職

した後もコミュニティ（交友関係）は存続しうる。
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(3) オンラインコミュニティ

インターネット、パソコン通信などのオンラインコミュニティにはある種の匿名性

が備わっていたり、基本的な発言の記録が残るなど特有の特徴がある。このため、参

加コミュニティごとに特徴ある人格をそれぞれ演出することが可能であり、「ハンド

ル名」を始めとする独特な属性項目を生んでいる。

8.6.38.6.38.6.38.6.3    個人個人個人個人財財財財務諸務諸務諸務諸表表表表にににによよよよる情る情る情る情報報報報モモモモデデデデルルルル

議論の対象となる個人情報項目のなかで、商契約に基づく登録時等決済に伴う与信金額

の評価・決定を目的に収集されるケースが多いことは論を待たない。そこで、金融機関が

企業に資金貸出を行なう際、または取引開始にあたり信用度を計る際に基本的なツールと

して使われる、決算時の財務諸表を個人に当てはめるとひとつの整理指標にはならないだ

ろうか。実際の商契約に伴う与信額決定の際には、家計を一つにする同居家族との連結し

た財務状況を評価されることは、企業評価と全く同じ手法であるといえるし、費用科目ご

との整理はそのまま個人消費の状況を整理することに他ならないため、比較的応用範囲の

広い整理方法ではないかと考える。

ただし、この整理方法の前提として、金額として貨幣価値に定量化したものだけしか評

価できないことは予め留意すべきである。

8.78.78.78.7    最後最後最後最後にににに

細かい事例に触れれば触れるほど我々が生きている証としての個人情報は途方もない広

がりを持っており、例えばプライバシー侵害の議論を行う際にはセンシティビティについ

て十人十色の感じ方考え方を持つことはむべなるかなと思うに至る。また、一般生活者と

して何の予備知識・問題意識無しにこのような事例に接するときには、すぐにセンシティ

ビティを感じることもなく、事業者のなされるがままの、鈍いそして弱い存在に過ぎない

個人としての自分に気がつく。

ここで個人情報についていろいろ論じるきっかけとなったのは電子商取引、またはイン

ターネットが今後持つであろう広がりの中で今まで消費者にも事業者にも見過ごされてい

た、または諦められていた個人情報の利用に関してある種の可能性が予感されたことであ

る。ある人は情報検索に関する洋々たる前途を見出したであろうし、ある人は自分の個人
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情報の社会への無秩序な流出を想像して危機を感じているのであろう。ただ、ＥＣの実現

はまだ端緒についたばかりであり、現在ここの時点で感じている希望も危機もまだ来るべ

き状況の断片に関する予測に過ぎない。いや何かが目の前で起こっていたとしてもこれと

て来るべき状況の予兆に過ぎない。

今後、我々はインターネットという新しいメディアを通して個人情報に関しての議論を

迫られるようないろいろな経験をするにちがいない。また、別の、例えば国際的な規制緩

和の波の中でも同様のことが充分予測できる。個人情報を議論する場で、ある属性項目だ

けについて非常に深く議論が行われた場合でも本調査研究で登場した、他の属性項目のこ

とを思い出してみよう。似たような事例が想起され議論に深みをもたらすかもしれない。

議論が効率的に進むきっかけとなるかもしれない。そんな役割をどこかで演じることがで

ればと考える。
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9999    今後の議論の今後の議論の今後の議論の今後の議論の参参参参考考考考にににに
以上、本報告書では「個人情報」の実態把握を一義とし可能な限りその取り扱われ方に

ついてのコメントは避けてきた。この章ではこれまで見聞きしてきた論点を可能な限り列

挙してみる。敢えて論点・視点を整理してはいないが、今後の様々な局面での議論の参考

になれば幸いである。

9.19.19.19.1    個人情個人情個人情個人情報報報報の定義のあの定義のあの定義のあの定義のあいいいいままままいいいいささささ

現在問題になるのは他人に知られたくない自己の情報ということで、「プライバシー」

と「個人情報」とが同じように曖昧に使われているケースが多い。厳密に言えば、個人情

報⊃プライバシーであり、プライバシーは各自の主観による個人差が大きいと思われる。

各業界のガイドラインなり個々の企業で取扱う個人情報の種類は、基本情報項目を除け

ば異なるといって良いので、包括的な法規制を行なうということは、現在問題になってい

ない情報項目まで法規制の対象となる可能性があることを充分留意しつつ今後の議論を行

ないたい。

同時に個人情報はその個別の情報、蓄積された統計情報として、企業にとっては重要な

マーケティング情報である。個人情報の扱いに対し過敏な反応を示すあまり、このような

情報の利用に規制がかかり、現実として積極的な企業活動を阻害してしまう可能性にも留

意したいと思う。

本報告書はそもそも個人情報を包括的に論じてきた次のステップとして、個人情報のも

ついろいろな側面に焦点を当て、より議論に幅と深みを持たせるための作業と議論を行な

ったもので、今後もこの姿勢は保持していく。

9.29.29.29.2    個人情個人情個人情個人情報報報報に対する情に対する情に対する情に対する情報報報報主主主主体体体体の権利についの権利についの権利についの権利についてててて

個人情報をコントロールする主体は誰なのか、例えば企業で所有している個人に関する

情報について、情報主体本人がどこまで関与できるかを明確にしていないケースが大多数

である。このようなケースについては、自主規制のガイドラインに該当する項目が記載さ

れているにもかかわらず、実際の運用ベースには配慮されていないといえる。

事業者側の自主規制だけに依存するのではやはり弱いと言わざるを得ない。

9.39.39.39.3    不正ア不正ア不正ア不正アククククセスに対すセスに対すセスに対すセスに対するるるる情情情情報報報報主体の保主体の保主体の保主体の保護護護護
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不正アクセスについてアクセスした者とアクセスされた者の間の議論になるが、アクセ

スによって盗まれたり改ざんされた情報の主体たる者の権利の保護についての手当ても必

要である。

民法における損害賠償は、損害の立証をしない限り適用されないので、盗まれたり改ざ

んされても損害が起きなかったり、立証できなかったら、盗まれた情報主体本人には、何

の対応もできない。盗まれた情報が転々と流通して、その後個人の権利を侵害するような

事態になることも考えられ、もっと早い段階で情報主体自身が事態の状況を把握でき、 自

分の身を守れる方策を考えていく必要がある。

9.49.49.49.4    ＯＰＴＯＰＴＯＰＴＯＰＴ－－－－ＩＮとＯＰＩＮとＯＰＩＮとＯＰＩＮとＯＰＴＴＴＴ－－－－ＯＯＯＯＵＵＵＵＴＴＴＴ

インターネットの普及により、個人情報は瞬時にかつ世界中に流通することが可能にな

っている。一旦外部で流通してしまった自己の情報について、我々自身でどれだけ守るこ

とが可能なのかについては、全く期待できないといって良い。従って、このような環境下

では事前の本人の意思表明が自己情報を守る数少ない機会となる。このような個人情報主

体の本人意思確認の機会の持ち方にＯＰＴ－ＩＮとＯＰＴ－ＯＵＴという二つの考え方が

ある。

ＯＰＴ－ＩＮは「個人データの使用に対し、本人の同意を得た時に初めて事業者は使う

事ができる場合」を言い、欧州などで一般的な考え方となっている。一方ＯＰＴ－ＯＵＴ

は、「本人に自己の個人データの使用を拒否する権利を与え、かつ拒否していない場合に

事業者は使う事ができる場合」を言い、アメリカ合衆国などで一般に行われているメール

プリファレンスサービスなどの基礎となっている考え方である。これは欧州の事業者の多

くは本人が意思表示をしないと個人データを使わない場合が多いが、米国の事業者の場合

は本人が意思表示をしないと使ってしまうケースが多い、という違いに極めて如実に表れ

ているといえる。

そして我々が今後個人情報の取り扱いに関する方策を議論する際には、この双方を必ず

意識した議論としなければ国際的に通用しないということだけは間違いない。

9.59.59.59.5    消費者消費者消費者消費者のののの意識につい意識につい意識につい意識についてててて

従来の対面取引と大きく異なり、インターネット上での商取引では（顔が見えない分）

取引当事者間相互の善意を前提として考えるわけには行かない状況に益々なっている。自
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分が事業者側に提供した個人情報は、他の事業者に提供した個人情報と即座に結びつき地

球上の知らない場所で思いもよらぬ使われ方をする可能性すらある。

取引に際しては行使できる権利と発生する義務にはどんな種類があってそれらはどんな

スケジュールを持っているのか。取引における客観的な証憑はどのように入手できどれだ

けの権利を行使し得るのか。

消費者にとって安全な取引にはそれなりのコストがかかることの認知を促し、消費者自

らの積極的な自助努力に対してはなるべく広く、安く、便利に利用できる環境作りを急ぎ

消費者の意識向上を促すことが電子商取引普及への近道であろう。

9.69.69.69.6    開いた開いた開いた開いた議議議議論論論論へへへへ

個人情報保護の議論の中でその方策を考える際に陥りやすい罠に、その方策だけに頼ろ

うとすることがある。法制度だけに依存することや事業者の自主規制だけに依存すること

はそれだけではどちらも限界があることは明白である。一部に利益が偏ることのない、官・

民・消費者が知恵を持ち寄れる、ボランタリーな検討の場が生まれることを願ってやまな

い。

9.79.79.79.7    個人情個人情個人情個人情報報報報の積極的活の積極的活の積極的活の積極的活用用用用にににに向向向向けけけけてててて

一般に個人情報保護の議論には保護そのものを出発点かつゴールにしているものが散見

され、自分自身で議論していてもややもすると保護のための保護について考え込んでいた

りする。今後、個人情報保護に関する議論では、個人情報はその利用があって初めて保護

の概念が発生するという基本に忠実に、具体的な利用形態に基づく保護の対象の具体化・

内容・方法を案出する観点も忘れずにいたい。
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10101010    添付資料目添付資料目添付資料目添付資料目次次次次

表番号                   資料名 枚数   頁

表－１ 個人属性項目の業種別・収集目的別集計表 ２ 68～69

表－２ 業界毎ヒアリング調査結果表 ５ 70～74

表－３ ｢購買アクション｣及び｢顧客の階層｣と類推･蓄積できる項
目のマッピング表／旅行商品

１   75

表－４ ｢購買アクション｣及び｢顧客の階層｣と類推･蓄積できる項
目のマッピング表／書籍（デジタルコンテンツ）

１   76

表－５ ｢購買アクション｣及び｢顧客の階層｣と類推･蓄積できる項
目のマッピング表／書籍（物販）

１   77

表－６ ｢購買アクション｣及び｢顧客の階層｣と類推･蓄積できる項
目のマッピング表／グルメ

１   78

表－７ ｢購買アクション｣及び｢顧客の階層｣と類推･蓄積できる項
目のマッピング表／家電（設備／白物）

１   79

表－８ ｢購買アクション｣及び｢顧客の階層｣と類推･蓄積できる項
目のマッピング表／家電（ＡＶＣ）

１   80

表－９ ｢購買アクション｣及び｢顧客の階層｣と類推･蓄積できる項
目のマッピング表／家電（小物）

１   81

表－１０ ｢購買アクション｣と類推･蓄積できる項目の集計表 １   82

表－１１ ｢顧客の階層｣と類推･蓄積できる項目の集計表 １   83

表－１２ 購買行動プロセスからみた企業と顧客の接点（１～２） １   84

表－１３ 各種法令・ガイドラインなどに見られる個人情報の取扱
一覧

５ 85～89
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